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 また、現在、世界でも 120 を超える都市が創造都市に関する政策目標を掲げており、2004
年からはそうした都市間を繋ぐ目的でユネスコによる創造都市ネットワーク（UNESCO 
Creative Cities Network：以下ユネスコ CCN）への認定・登録制度も始まっている。 
このユネスコ CCN には、現在我が国の 6 都市（札幌市、鶴岡市、金沢市、名古屋市、浜
松市、神戸市）を含む 7 分野 69 都市が認定を受け加盟を果たしている（2015 年 3 月時点）。
加盟を果たした各都市は、それぞれの認定分野を軸とした都市政策を打ち出し、様々な形
で施策や事業として実践している。こうした背景から、我が国において上記のユネスコ CCN
認定・加盟都市以外の幾つかの都市でも、主として提唱者である C・ランドリー（Landry , 













































 本研究では、先行研究や文献等で取り上げられている創造都市の中でも、主に 2012 年度
までに基本計画やマスタープラン〜事業計画（各市位置づけのレベルや名称は異なる）の
中に創造都市政策を明記し、担当所管部局を持つユネスコ創造都市ネットワーク認定・加
















































































































































































































































について、ハワードの『明日の田園都市』（現代：Garden City of Tomorrow , 1902）や、コル












② 街区の面について、その幅が短くなければならない。つまり、街路が頻繁に利用さ        
れ、角を曲がる機会が頻繁に生じていなければならない。 
③ 地区は、年代や状態の異なる様々な建物が混ざり合っていなければならない。古い建  
物が適切な割合で存在することで、建物がもたらす経済的な収益が多様でなければな    
らない。この混ざり合いは、非常にきめ細かくなされていなければならない。 













































を示した。                                    
 ランドリーは創造都市理論における代表的な著書の一つである『創造的都市−都市再生の
為の道具箱』（2003）において、都市問題に対する創造的解決のための「創造的環境＝創造





由は以下の 4 点である（ランドリー,2003）。  
     
① 脱工業化都市において、マルチメディアや映像・映画や音楽、劇場等の創造産業が製
造業に代わってダイナミックな成長性や雇用面での効果を示すこと。   
② 文化芸術が都市住民に対して問題解決に向けた創造的なアイディアを刺激する等多面
的にインパクトを与えること。   
③ 文化遺産と文化的伝統が人々に都市の歴史や記憶を呼び覚まし、グローバリゼーショ












ける充実したネットワークが必要であるとしている。    
 




研究に関する主著とも言える The Rise of Creative Class（邦訳：『クリエイティブ資本論−新た




















































































































































デザイン、食文化、映画、メディア・アーツの 7 分野から成り、2015 年 3 月時点での認定












 文化の独自性の消失の危機もはらんでいる。こうした状況への危惧から、2001 年の第 31 
 回ユネスコ総会において、「文化多様性に関する世界宣言」が採択された。そして、翌 2002 
 年、ユネスコ事務局により「文化的多様性のためのグローバル・アライアンス」という 




  この、ユネスコ CCN という一つのグローバル・アライアンスは、世界各地の文化産業 
 の持つ多面的かつ潜在的な可能性、創造的・社会的・経済的可能性を最大限発揮させる 
 ための公的セクターと民間セクターの新しい形の協力のモデルとして生み出された。  




 枠組みは、国・地方公共団体等の公的機関、文化産業の起業家等の民間企業、NGO 等の 
 市民団体等、これらすべての関係者の協力のもとで問題解決を目指す試みである。その 
 際、具体的に以下の 6 つの項目を目標として設定している。 
 
 ① 表現の自由や複数主義が保証されること。 
 ② 著作権及び隣接権利に関する国際的規則が広く適用されること。 
 ③ 文化産業が地域、世界のマーケットにより多く参加すること。 
 ④ 幅広い文化に関する商品が世界中でアクセスできること。 
 ⑤ 連帯にもとづく Win-Win の新しい協力のスタイルを確立すること。 
 ⑥ 文化産業の持つ影響力を、社会及び経済発展に取り込むこと。 
 
（3）都市と文化 
  2004 年、ユネスコはグローバル・アライアンスの枠組みの中に、創造都市ネットワー 
 クという都市間の戦略的な連携のためのプログラムを新たに加えた。このときなぜ「都 
 市」なのか。その主要な理由として、以下の 3 点が挙げられている。 
 
 ① 都市には創造産業を担う文化的活動が集約されている。創造的活動、製品等の製作、   
   供給という一連の行動が都市の中で起こること。 
 ② 都市は場所を提供しているという理由により、創造活動を行う人同士を結びつける 
18 
 
   潜在的な可能性を持っていること。また、都市同士が結びつくことにより、より世 
   界的な規模での連携の可能性も生まれてくること。 
 ③ 都市というサイズは、内部の文化産業に影響を与えるには適当な小ささであり、 
   また、国際的な市場への出口になるには十分大きいということ。 
 
（4）創造都市ネットワークの現状 
  都市を単位としながら協力関係を結び、参加することのメリットとしてユネスコは、 
 この CCN に参加することにより、ユネスコのグローバル・アライアンスの枠組みを利用 
 しながら、政府及び国際機関、民間企業、中小規模の文化産業、専門家団体、財団、NGO、 
 非営利団体等との協力関係を築くことで、都市は様々なメリットを享受することが可能 
 になるのだとしている。この際の具体的なメリットについて、以下の 6 点を挙げている。 
  
 ① 世界に対して地域の文化資産をアピールできること。 
 ② 創造活動を地域の社会的・経済的発展につなげることが可能なこと。 
 ③ 世界各地の文化団体と知識を共有することができること。 
 ④ ノウハウ・経験・専門家の交流を通じて、新しい文化を創生することができること。 
 ⑤ ユネスコのグローバル・アライアンスの専門性やネットワークを利用可能なこと。 
 ⑥ 国内及び国際マーケットにおいてさまざまな文化製品を宣伝することが可能なこと。 
  
 現在も、ユネスコ CCN への認定・登録は、文学、メディア・アート、映画、音楽、クラ
フト＆フォークアート、デザイン、食文化（ガストロノミー）の 7 分野の中からその都市
を代表する創造産業を選択して行われている。認定登録都市及び登録分野については表
−2−2 に整理した（2015 年 3 月時点）。近年の特徴としては、急速に経済発展を果たしてい
る中国をはじめ、アジア圏での認定・登録が増えてきている点が挙げられる。 











認定・登録分野 都市名 国名 認定年 認定・登録分野 都市名 国名 認定年 認定・登録分野 都市名 国名 認定年
エディンバラ 英国 2004 ブエノスアイレス アルゼンチン 2005 セリビア スペイン 2006
メルボルン オーストラリア 2008 ベルリン ドイツ 2005 ボローニャ イタリア 2006
アイオワシティ アメリカ 2008 モントリオール カナダ 2006 グラスゴー 英国 2008
タブリン アイルランド 2010 神戸 日本 2008 ゲント ベルギー 2009
レイキャビク アイスランド 2011 名古屋 日本 2008 ボゴタ コロンビア 2012
ノリッチ イギリス 2012 深川 中国 2008 ブラザヴィル コンゴ 2013
クラクフ ポーランド 2013 上海 中国 2010 浜松 日本 2014
ダニーデン ニュージーランド 2014 ソウル 韓国 2010 ハノーバー ドイツ 2014
グラナダ スペイン 2014 サンテティエンヌ フランス 2010 マンハイム ドイツ 2014
ハイデルベルク ドイツ 2014 グラーツ オーストラリア 2011 サンタフェ アメリカ 2005
プラハ チェコ 2014 北京 中国 2012 アスワン エジプト 2009
リヨン フランス 2008 ビルバオ スペイン 2014 金沢 日本 2009
札幌 日本 2013 クリチバ ブラジル 2014 利川 韓国 2010
アンギャン・レ・バン フランス 2013 ダンディー イギリス 2014 杭州 中国 2012
ダカール セネガル 2014 ヘルシンキ フィンランド 2014 ファブリアーノ イタリア 2013
光州 韓国 2014 トリノ イタリア 2014 パデューカ アメリカ 2013
リンツ オーストラリア 2014 ポヤパン コロンビア 2005 ジャクメル ハイチ 2014
テルアビブ=ヤッファ イスラエル 2014 成都 中国 2010 景徳鎮 中国 2014
ヨーク イギリス 2014 エステルスンド スウェーデン 2010 ナッソー バハマ 2014
ブラッドフォード 英国 2009 全州（チョンジュ） 韓国 2012 ベカロンガン インドネシア 2014
シドニー オーストラリア 2010 ザーレ レバノン 2013 蘇州 中国 2014
釜山 韓国 2014 フロリアノーポリス ブラジル 2014
ゴールウェイ アイルランド 2014 鶴岡 日本 2014
























































スの定義（フロリダ, 2007；2008）及び、｢Creativity Index｣（Florida , 2002）や、｢International 




































象について整理する（なお、これらの具体的な評価項目等の詳細は Appendix に付す）。 
 







 まず、英国芸術評議会（Arts Council England , 2003）「文化政策評価指標（Local Performance 
Indicators for the Arts）」における評価項目は、それぞれ戦略目標（Strategic Objectives）、経費







































米国 SAA（The National Assembly of State Arts Agency , 1993〜）｢政策評価ツールキット｣
では、個々の業績評価測定のための指標が、アウトプットとして 64 項目、効率性指標とし



























































































































































①  ものづくり系クリエイティブ産業…輸送機器・家電・OA 機器・文具・生活用品等の 
     工業デザイン、伝統的工芸品・楽器・ジュエリー等のクラフト、陶磁器、アパレル・ 
     ファッション等。 
②   建築・空間系クリエイティブ産業…建築・インテリア・造園・ランドスケープデザイ 
     ン等の建築・空間デザイン等。 
③  コンテンツ系クリエイティブ産業…広告、放送番組・展示コンテンツ等のコンテンツ、 
   文化イベント等。 
④  デザイナー/デザイン業…プロダクト・インテリア・グラフィック等のデザイナー/デ 













































































































 フロリダ（2009）によれば、世界経済に君臨する 40 ほどの「メガ地域」は、世界人口の
18%を占めているにすぎないにもかかわらず、世界経済の 3 分の 2 を担い、世界のイノベー
ションの 85%を起こしているという。ボストン、ニューヨーク、ワシントン地域及び、東



























































































































































でいるという点である。パットナムの著書『孤独なボウリング』（原題：Bowling Alone: The 
35 
 






































































































































































































いう言葉が 80 年代に使われ始めている。それが後の IT やハイテク産業の発展に伴い、「創
造産業」という言葉に変容してきた。「コンテンツ産業」については、わが国のコンテンツ























































































































































  フランスの社会学者であるブルデューは文化資本について、「最も恵まれた学生たちは、  
 自分の出身環境から、勉学に役立つようなもろもろの習慣、訓練、姿勢等を受け取るだ  
 けではない。彼らはまた、知識やノウハウ、嗜好や『良き趣味』をも受け継ぐのであり、 
 それらは学校において、間接的ではあるが前者に劣らず確実な利益をもたらす」（ブルデ 








  オーストラリアの文化経済学者であるスロスビーは、文化資本を経済学的視点から分 
 析し、文化資本を、「それが有する経済的価値に加え、文化的価値を具体化し、蓄積し、 
 供給する資産」と定義した上で、「文化資本は文化的価値と経済的価値の双方を生み出す 






















































































































































































独自に分類したクリエイティブ・クラスの同心円モデルは 3 章～5 章における各創造主体や










































































































ットワーク日本（Creative City Network of Japan：以下 CCNJ）が平成 25 年 1 月 13 日に創設

















































































































構成要素/都市 札幌市 盛岡市 仙台市 鶴岡市 横浜市


























































文化庁長官表彰（文化芸術創造都市部門） 20年度 ー 21年度 23年度 19年度
関係する都市宣言等 創造都市さっぽろ（sappro ideas city）宣言 ー ー ー ー
創造都市に係る予算額と一般会計予算額
に占める割合（２４年度） 27,400千円（0.003%） 71,500千円（0.07％） 325,237千円（0.06%） 43,846千円（0.07％） 762,847千円（約0.05％）
構成要素/都市 新潟市 金沢市 浜松市 名古屋市 大阪市


































































に占める割合（２４年度） 　12,100千円（約0.003％） 302,835千円（0.19％） 1,342,218千円（0.5％） 51,000千円（0.005%） ー
構成要素/都市 神戸市 篠山市 高松市 北九州市 ー


















































文化庁長官表彰（文化芸術創造都市部門） 22年度 20年度 ー ー ー
関係する都市宣言等 ・神戸文化創生都市宣言
・ファッション都市宣言
ー ー ・環境未来都市宣言 ー
創造都市に係る予算額と一般会計予算額


































































































① 人的資本(HC・Human Capital：ヒューマン・キャピタル) 
② 社会関係資本(SC・Social Capital：ソーシャル・キャピタル) 
③ 環境資本(EC・Environmental Capital：エンバイロメンタル・キャピタル) 
 
 これらの 3 要素から構成される地域創造性開発モデルが地域創造性開発指標として設定








































に Appendix に付す）。 
 
3.4.2. 地域創造性開発指標算出における創造産業の位置づけ 










































































































  タレント（Talent）指標については、全産業におけるクリエイティブ産業従事者の割合  







 人口率と外国人登録者率を（財）国土地理協会「住民基本台帳人口要覧」、法務省「平成  
 22 年度末における外国人登録者統計について」「在留外国人統計」から把握した。 
 
（2）社会関係資本指標（Social Capital） 
  社会参加支援指標については、公共の場の現状、施設や参加の現状について、総務省 
 「統計でみる都道府県のすがた 2011」、「参議院議員通常選挙結果調査（2010）」、「平成 
 22 年版情報通信白書」、中央共同募金会、全国老人クラブ連合会、内閣府国民生活局の各 
 ホームページから把握した。次に、社会参加ネットワークについては、各対象都市の直 
 近の市長選挙結果、NPO については、各市長選挙管理委員会ホームページ、各自治体統 
 計、NPO 法人データベースより把握した。 
 
（3）環境指標（Environmental Capital） 
  環境指標については、自然居住環境、循環環境指標については総務省「統計で見る都 
 道府県のすがた 2011」、（社）日本下水道協会ホームページから把握した。 
 
 その他の関係指標に関しては、平成 22 年国勢調査及び各省庁、各市の公表データ（総務
省統計局｢統計でみる市町村の姿 2011｣、農林水産省｢グラフと統計でみる市町村の姿｣、各



















































基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
人口に占める創造産業従事者率（%） 3.15 3.78 3.99 4.17 2.26 3.27 3.02 4.07
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（%） 6.01 5.09 6.61 7.17 4.30 4.57 3.89 10.22
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（%） 3.67 0.33 0.32 0.53 6.20 2.69 1.51 1.99
移動人口率（%） 0.23 1.74 −0.80 2.03 −4.05 3.05 −0.24 1.71
外国人登録者率（%） 1.29 0.36 0.35 0.70 0.51 1.43 0.50 0.92
歳出総額に占める民生費の割合（%） 32.1 33.41 28.15 24.61 24.49 31.98 24.44 29.45
歳出総額に占める体育施設費の割合（%） 0.0006 0.59 0.53 0.49 0.82 0.16 1.29 0.87
歳出総額に占める社会教育費の割合（%） 0.21 0.84 3.63 2.36 2.46 1.87 2.71 3.35
直近の市長選挙投票率（%） ー 58.54 無投票 44.72 78.85 68.76 31.04 35.93
(人口) 1000 人当たりＮＰＯ数（団体） 0.36 0.05 0.45 0.40 0.29 0.39 0.11 0.35
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 9581.4 58.59 79.66 32.38 291.55 10.79 82.46 41.24
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 195.9 229.97 217.27 42.53 665.16 1.03 6.72 59.11
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.78 1.38 1.48 1.49 0.63 0.70 1.50 1.16
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 396.2 450.63 436.54 429.77 382.73 360.71 439.27 419.21
非水洗化人口率（%） 7.80 0.51 8.19 1.26 8.36 0.24 5.92 1.02
下水道普及率（%） 75.1 99.7 82.7 97.8 73.0 99.8 99.8 95.6
ゴミのリサイクル率（%） 20.3 14.9 16.8 16.9 17.09 27.3 19.4 15.6
基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州 ー
人口に占める創造産業従事者率（%） 2.66 5.66 7.92 2.17 2.67 3.37 2.59 ー
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（%） 3.63 6.01 2.93 6.58 5.87 1.24 4.26 ー
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（%） 7.48 3.38 4.60 2.88 7.02 1.60 2.24 ー
移動人口率（%） -0.39 2.20 1.39 1.23 −4.38 0.31 -1.68 ー
外国人登録者率（%） 2.27 2.32 3.63 2.20 1.79 0.62 1.00 ー
歳出総額に占める民生費の割合（%） 24.21 27.49 35.93 31.62 16.35 32.40 28.19 ー
歳出総額に占める体育施設費の割合（%） 0.90 0.47 0.23 0.18 0.46 0.82 0.33 ー
歳出総額に占める社会教育費の割合（%） 2.39 1.56 0.84 0.88 2.23 2.00 1.24 ー
直近の市長選挙投票率（%） 無投票 54.14 60.92 31.51 48.45 無投票 37.00 ー
(人口) 1000 人当たりＮＰＯ数（団体） 0.12 0.36 0.59 0.48 0.72 0.37 0.29 ー
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 49.70 13.88 8.35 20.69 360.10 55.54 29.92 ー
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 127.18 0.50 0.00 14.60 1063.17 33.64 20.05 ー
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.62 0.62 0.37 1.03 0.64 0.37 1.68 ー
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 395.45 394.22 582.38 460.16 698.01 376.82 544.59 ー
非水洗化人口率（%） 5.54 0.38 0.00 0.35 12.95 10.34 1.27 ー
下水道普及率（%） 78.1 99.0 100.0 98.7 72.0 62.0 99.8 ー










































































































基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
人口に占める創造産業従事者率（%） 3.15 3.78 3.99 4.17 2.26 3.27 3.02 4.07
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（%） 6.01 5.09 6.61 7.17 4.30 4.57 3.89 10.22
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（%） 3.67 0.33 0.32 0.53 6.20 2.69 1.51 1.99
移動人口率（%） 0.23 1.74 −0.80 2.03 −4.05 3.05 −0.24 1.71
外国人登録者率（%） 1.29 0.36 0.35 0.70 0.51 1.43 0.50 0.92
歳出総額に占める民生費の割合（%） 32.1 33.41 28.15 24.61 24.49 31.98 24.44 29.45
歳出総額に占める体育施設費の割合（%） 0.0006 0.59 0.53 0.49 0.82 0.16 1.29 0.87
歳出総額に占める社会教育費の割合（%） 0.21 0.84 3.63 2.36 2.46 1.87 2.71 3.35
直近の市長選挙投票率（%） ー 58.54 無投票 44.72 78.85 68.76 31.04 35.93
(人口) 1000 人当たりＮＰＯ数（団体） 0.36 0.05 0.45 0.40 0.29 0.39 0.11 0.35
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 9581.4 58.59 79.66 32.38 291.55 10.79 82.46 41.24
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 195.9 229.97 217.27 42.53 665.16 1.03 6.72 59.11
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.78 1.38 1.48 1.49 0.63 0.70 1.50 1.16
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 396.2 450.63 436.54 429.77 382.73 360.71 439.27 419.21
非水洗化人口率（%） 7.80 0.51 8.19 1.26 8.36 0.24 5.92 1.02
下水道普及率（%） 75.1 99.7 82.7 97.8 73.0 99.8 99.8 95.6
ゴミのリサイクル率（%） 20.3 14.9 16.8 16.9 17.09 27.3 19.4 15.6
基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州 ー
人口に占める創造産業従事者率（%） 2.66 5.66 7.92 2.17 2.67 3.37 2.59 ー
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（%） 3.63 6.01 2.93 6.58 5.87 1.24 4.26 ー
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（%） 7.48 3.38 4.60 2.88 7.02 1.60 2.24 ー
移動人口率（%） -0.39 2.20 1.39 1.23 −4.38 0.31 -1.68 ー
外国人登録者率（%） 2.27 2.32 3.63 2.20 1.79 0.62 1.00 ー
歳出総額に占める民生費の割合（%） 24.21 27.49 35.93 31.62 16.35 32.40 28.19 ー
歳出総額に占める体育施設費の割合（%） 0.90 0.47 0.23 0.18 0.46 0.82 0.33 ー
歳出総額に占める社会教育費の割合（%） 2.39 1.56 0.84 0.88 2.23 2.00 1.24 ー
直近の市長選挙投票率（%） 無投票 54.14 60.92 31.51 48.45 無投票 37.00 ー
(人口) 1000 人当たりＮＰＯ数（団体） 0.12 0.36 0.59 0.48 0.72 0.37 0.29 ー
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 49.70 13.88 8.35 20.69 360.10 55.54 29.92 ー
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 127.18 0.50 0.00 14.60 1063.17 33.64 20.05 ー
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.62 0.62 0.37 1.03 0.64 0.37 1.68 ー
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 395.45 394.22 582.38 460.16 698.01 376.82 544.59 ー
非水洗化人口率（%） 5.54 0.38 0.00 0.35 12.95 10.34 1.27 ー
下水道普及率（%） 78.1 99.0 100.0 98.7 72.0 62.0 99.8 ー




































創造産業事業所数/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
合計（重複産業含まず） 600391 7896 1438 4714 537 11311 3237 2715
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55
創造産業従事者数/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
合計（重複産業含まず） 600391 7896 1438 4714 537 11311 3237 2715
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55
ハイテク産業従事者数/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
合計 163332 645 89 437 196 4016 667 720
域内全産業事業所数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 2.72 0.81 0.57 0.90 2.62 3.27 1.72 2.53
ハイテク産業従事者数/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
合計 4701091 6223 963 5556 8483 99205 12300 9182
域内全産業従事者数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 7.71 0.69 0.60 0.99 13.29 6.55 3.03 3.41
創造産業事業所数/都市 全国 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
合計（重複産業含まず） 600391 3307 12730 26718 6529 138 2086 3651
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
創造産業従事者数/都市 全国 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
合計（重複産業含まず） 600391 3307 12730 26718 6529 138 2086 3651
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
ハイテク産業従事者数/都市 全国 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
合計 163332 2424 5004 7158 1629 69 430 873
域内全産業事業所数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 2.72 6.15 3.79 3.42 2.22 3.14 1.77 1.83
ハイテク産業従事者数/都市 全国 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
合計 4701091 59936 76604 122554 44499 1862 6733 21920
域内全産業従事者数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 7.71 15.02 4.99 5.09 5.81 10.56 0.92 4.58
 



































順位 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
都市 仙台 名古屋 金沢 横浜 浜松 盛岡 新潟 篠山 鶴岡 全国 大阪 北九州 札幌 神戸 高松
点数（総合） 132 132 131 125 120 119 115 113 111 103 98 97 96 96 91
都市 名古屋　 大阪 金沢 仙台 横浜 全国 神戸　 浜松 篠山 札幌 盛岡 高松 北九州 鶴岡 新潟
点数（HC指標） 57 49 46 44 43 40 38 35 35 29 25 23 22 21 18
都市 盛岡 篠山 新潟 浜松 鶴岡 仙台 金沢 名古屋 高松 神戸 横浜 大阪 北九州 札幌 全国
点数（SC指標） 42 41 39 38 37 36 36 27 27 21 20 19 18 11 9
都市 横浜 新潟 北九州 札幌 全国 鶴岡 盛岡 仙台 金沢 名古屋 浜松 高松 神戸 篠山 大阪




















































  ①   創造産業集中型：創造産業について、人材、事業所が、共に高い水準で集中、 
      集積している都市…大阪市、名古屋市、札幌市等。 
   ②  ハイテク産業特化型：ハイテク産業について、人材、事業所が、共に高い水準 
          で集中、集積している都市…浜松市、横浜市等。 
 
（2）人材 
  ①  創造人材集中型：クリエイティブ・クラスが高い水準で集中しているタイプの都 
    市…大阪市、名古屋市、札幌市等。 
  ②  創造産業集中型：層としての創造産業が高い水準で集積しているタイプの都市 
    …大阪市、札幌市、仙台市等。 
    ③  ハイテク人材集中型：ハイテク産業に関わる人材が高い水準で集中しているタイ 
    プの都市…浜松市、鶴岡市、篠山市等。 
    ④  ハイテク産業集中型：層としてのハイテク産業が高い水準で集積している都市 







各産業の事業所数・従事者数の割合/順位 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
創造産業従事者数の割合 大阪 名古屋 札幌 横浜 仙台 盛岡 金沢 高松 新潟 浜松 北九 鶴岡 神戸 篠山
創造産業事業所数の割合 大阪 札幌 仙台 名古屋 金沢 盛岡 横浜 神戸 高松 浜松 新潟 北九州 鶴岡 篠山
ハイテク産業従事者数の割合 浜松 鶴岡 篠山 横浜 神戸 大阪 名古屋 北九州 金沢 新潟 仙台 高松 札幌 盛岡
ハイテク産業事業所数の割合 浜松 名古屋 大阪 横浜 篠山 鶴岡 金沢 神戸 北九州 高松 新潟 仙台 札幌 盛岡
 
都市名 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
域内全産業従事者数に占める
創造産業従事者数の割合（%）
6.61 8.06 7.49 7.75 4.84 7.95 6.04 6.99 5.34 8.36 8.77 4.37 4.01 6.23 5.28
域内全産業事業所数に占める
創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
域内全産業従事者数に占める
ハイテク産業従事者数の割合（%） 7.71 0.69 0.60 0.99 13.29 6.55 3.03 3.41 15.02 4.99 5.09 5.81 10.56 0.92 4.58
域内全産業事業所数に占める








































































業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 14872 380 59 243 8 331 98 72 110 708 1494 178 0 88 92
②建築設計 160508 1387 243 858 69 1372 467 431 381 1571 2666 684 14 277 366
③工芸・美術・骨董品・生活文化 211321 2368 574 1643 233 4386 1406 1172 1389 4469 5742 2985 93 833 1627
④デザイン 10587 162 21 89 6 241 53 80 68 434 1393 145 0 46 63
⑤映画・映像・写真 62524 829 185 541 90 1288 394 286 402 1522 2488 829 10 271 557
⑥音楽 149200 1808 359 1214 172 3206 1109 781 1150 3570 3765 1852 37 585 994
⑦舞台芸術 5974 291 21 41 4 155 51 27 36 107 309 85 0 17 18
⑧芸術家、学術・文化団体 1757 16 6 24 3 30 8 9 4 22 69 22 2 7 4
⑨出版 13390 182 40 127 9 220 58 60 49 352 816 107 4 51 56
⑩コンピュータ・ソフトウェア 91014 1581 269 991 76 2722 540 445 635 2774 4845 1223 14 378 643
⑪テレビ・ラジオ 1931 24 10 28 2 28 13 16 10 44 108 16 0 15 11
合計（重複産業含まず） 600391 7896 1438 4714 537 11311 3237 2715 3307 12730 26718 6529 138 2086 3651
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
域内創造産業事業所の特化係数 1.00 0.99 0.93 0.97 0.72 0.92 0.83 0.96 0.84 0.96 1.28 0.89 0.63 0.86 0.77
 
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 159832 3397 582 2326 30 3037 733 495 762 8137 17156 1228 0 757 933
②建築設計 355208 11560 1602 6908 345 7702 3580 2701 1854 12839 21928 3578 58 1616 2064
③工芸・美術・骨董品・生活文化 929606 13478 2508 7914 977 23548 6006 4463 5461 20814 28162 13927 465 3393 7210
④デザイン 47163 670 69 430 24 974 266 245 301 2135 6034 416 0 128 300
⑤映画・映像・写真 435789 6286 1181 3774 482 11006 2766 2333 2749 12847 12514 5169 32 1788 3004
⑥音楽 725686 11674 1692 6628 832 21053 4441 3097 5563 21887 26580 10462 164 2839 5649
⑦舞台芸術 57089 1554 137 519 31 1662 415 119 316 1936 3493 805 0 129 80
⑧芸術家、学術・文化団体 8360 36 16 119 26 197 23 12 7 74 403 175 3 13 62
⑨出版 187460 3327 541 1626 103 1967 1011 1048 493 6199 12224 1335 4 538 799
⑩コンピュータ・ソフトウェア 1552295 25731 4468 17316 583 63366 7800 5828 7120 53284 96755 17088 92 4517 8554
⑪テレビ・ラジオ 71009 1642 565 1206 7 778 664 652 183 2695 4721 899 0 449 437
合計（重複産業含まず） 4033091 72381 11907 43581 3091 120483 24509 18820 21303 128207 211150 33443 708 14135 25309
域内全産業従事者数に占める創造産業従事者数の割合（%） 6.61 8.06 7.49 7.75 4.84 7.95 6.04 6.99 5.34 8.36 8.77 4.37 4.01 6.23 5.28
域内創造産業従事者の特化係数 1.00 1.22 1.13 1.17 0.73 1.20 0.91 1.06 0.81 1.26 1.37 0.66 0.61 0.94 0.80
 
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
① 化学工業 10021 52 3 33 8 195 23 23 26 191 682 109 4 31 85
② はん用機械器具製造業 27069 125 7 35 21 541 78 106 262 962 1543 342 10 66 182
③電気機械器具製造業 320 2 7 66 21 533 75 83 270 486 829 144 11 41 137
④情報通信機械器具製造業 4608 23 2 16 8 241 12 8 35 70 127 30 3 6 14
⑤ 電子部品・デバイス製造業 11104 13 2 21 38 326 49 15 90 118 200 41 6 10 41
⑥ 輸送用機械器具製造業 21087 27 5 15 14 448 105 23 763 691 368 285 9 40 57
⑦ 業務用機械製造業 11871 41 3 33 9 314 31 27 55 307 397 80 2 15 39
⑧ 器具製造業生産用機械 41640 50 8 64 38 918 159 284 523 1388 1607 316 12 88 166
⑨その他製造業 35612 312 52 154 39 500 135 151 400 791 1405 282 12 133 152
合計 163332 645 89 437 196 4016 667 720 2424 5004 7158 1629 69 430 873
域内全産業事業所数に占めるハイテク産業事業所数の割合（%） 2.72 0.81 0.57 0.90 2.62 3.27 1.72 2.53 6.15 3.79 3.42 2.22 3.14 1.77 1.83
域内ハイテク産業事業所の特化係数 1.00 0.30 0.21 0.33 0.96 1.20 0.63 0.93 2.26 1.39 1.26 0.82 1.15 0.65 0.67
 
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
① 化学工業 483668 623 75 764 260 5219 1301 387 527 4830 43290 4795 332 555 4490
② はん用機械器具製造業 435291 1172 32 268 523 8802 1005 766 2465 7288 15209 11159 209 662 1967
③電気機械器具製造業 585573 877 79 789 1252 11264 1466 1236 5654 9079 13693 5367 314 972 3174
④情報通信機械器具製造業 330878 143 22 374 340 18194 169 806 2234 3074 5376 4022 153 71 349
⑤ 電子部品・デバイス製造業 575548 144 117 1194 3369 10098 1550 331 2858 1719 4267 983 159 1411 2520
⑥ 輸送用機械器具製造業 1051191 386 175 227 1427 24609 3133 187 34700 21826 8065 8484 287 728 2093
⑦ 業務用機械製造業 295401 419 20 386 165 6928 453 644 1268 8337 6317 2346 132 328 560
⑧ 器具製造業生産用機械 654864 1061 87 588 647 10231 2367 4089 2465 15701 16325 4422 150 1442 6013
⑨その他製造業 288677 1398 356 966 500 3860 856 736 7765 4750 10012 2921 126 564 754
合計 4701091 6223 963 5556 8483 99205 12300 9182 59936 76604 122554 44499 1862 6733 21920
域内全産業従事者数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 7.71 0.69 0.60 0.99 13.29 6.55 3.03 3.41 15.02 4.99 5.09 5.81 10.56 0.92 4.58















































































① アンケート調査実施期間：平成 24 年 11 月 28 日〜平成 25 年 1 月 31 日 
 
② 調査対象：対象創造都市 14 市における創造都市政策主管部局 
  
 ・札幌市 市長政策室 政策企画部 プロジェクト担当 
 ・盛岡市 市長公室 企画調整課 
 ・仙台市 市民局 文化スポーツ部 文化振興課 
 ・鶴岡市 企画部 政策推進課 
 ・横浜市 文化観光局 創造都市推進課 
 ・新潟市 地域・魅力創造部 
 ・金沢市 都市政策局 企画調整課 
 ・浜松市 企画調整部 企画課 創造都市推進グループ 
 ・名古屋市 市民経済局 産業部 産業経済課 
 ・大阪市 政策企画室 
 ・神戸市 企画調整局 デザイン都市推進室 
 ・篠山市 政策部企画課 
 ・高松市 創造都市推進局 産業経済部 商工労政課 商工係 














　       （1）重点を置いている政策
　       （2）どのような主体と協力しているか











































































①新たに地域経済再生の推進力として ❍ ❍ ❍
②地域固有の歴史や文化資源の活用 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍































②域内経済や人材の循環 ❍ ❍ ❍ ー ❍
③地元創造産業の振興 ❍ ❍ ー
④地域のブランド力の向上　 ❍ ❍ ❍ ❍ ー
⑤その他 ❍ ❍ ー
設問2.（2） どのような主体と協力





























①企業（地元・外部）　 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ 地 ❍ ー ❍
②大学等研究機関（地元・外部） ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ 外 ー
③　NPO（地元・外部） ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ 地 ー ❍
④ボランティア ❍ ❍ ー
⑤作家・アーティスト ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍
⑥文化施設 ❍ ー ❍
⑦協働関係はない ー
































①予算の確保 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍
②担当職員の確保 ❍ ❍ ー
③部局間調整・連携関係の構築 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー
④専門的知識やノウハウの取得 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー
⑤アーティストや専門家等の協力確保 ❍ ❍ ❍ ー ❍
⑥文化・芸術団体との連携 ❍ ー ❍
⑦NPOやボランティアとの連携 ー
⑧文化施設等との連携　 ❍ ー
⑨地元経済界の理解 ❍ ❍ ❍ ー































①確実に継続する ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍

































①定量的指標 ❍ ❍ △ ❍ ❍ ー
































































































































































 本章では 3 章において地域創造性指標や各対象都市へのアンケート調査を用いて明らか
にしてきた各創造都市における現状を受け、まず 4.1.では、 ユネスコ CCN 認定・加盟都
市における創造都市政策の関係性モデルを各市の計画書や統計資料、具体的な取り組みの
実態より把握したデータをもとに構築する。これを受け 4.2.では、創造都市政策の関係性モ
デルから各モデルについて比較考察を行う。そして、4.3.ではユネスコ CCN 認定 6 都市に
横浜市を加えた（理由は後述）7 都市へ CCN に関するアンケート調査を通じて、より詳細
な創造都市政策の現状と各市の今後の展望について明らかにする。それをふまえ 4.4.では、































































  札幌市は、もともと IT やコンテンツ産業系の企業が比較的多く集積する都市であった 
 が、2004 頃より、ユネスコ創造都市ネットワークへの加盟へ向けた政策の展開を表明し、  
 当時の上田市長により｢Sapporo-Ideas City｣宣言がなされ、コンテンツ産業の育成が計画に 




 ボ（SMAL：Sappor Media Arts Labo）が設置され、2012 年頃より札幌国際芸術祭 2014 に 
 向けた施策や事業が本格的に計画に盛り込まれ、様々な事業展開がなされてきた。 
 そして、現在も建物へのプロジェクションマッピング等様々なメディア・アートの手法 
 を用いて、都市を舞台装置として展開がなされている。さらに 6 章でもり詳細に取り上 




 用等を通じ、市民の情報発信を支援する｢パブリックアクセス環境｣の構築とメディア・  
 アーツによる「都市のメディア化」を掲げ、メディア・アートによるコンテンツ産業の 
 振興と創造的都市空間の形成を目指している。札幌市の創造都市政策における具体 的 
 な施策・事業としては、以下の様なものがある。 
 
・ ロサンゼルスのネット・ラジオ局 dublab とクリエイティブ・コモンズのライセンスを
用いてリリースされるサウンドとビジュアルアートのイベント「Into Infinity」。 
・ 「札幌国際芸術祭 2014−都市と自然」に関係する諸事業。 
・ 札幌駅前通地下歩行空間北 2 条広場におけるメディア空間の形成。 
・ ボーカロイドや初音ミク（クリプトン・フューチャー・メディア）をはじめとするメ
ディア型キャラクターとのコラボレーション、札幌雪まつり等での活用。 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  鶴岡市では、鶴岡でこれまで培われてきた食文化を地域振興に活かすため、広範囲に 
 わたる食文化創造都市推進事業の実施に取り組む一方で、当初よりユネスコ CCN の食文 








 とともに観光 PR にも活用している。 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  金沢市は、歴史的なまちなみが多く残り、京都に次ぐ生産額国内 2 位の 26 業種にのぼ 
 る伝統的工芸注 13が継承される観光都市である。これら伝統工芸品産業をはじめとする小 
 規模ニッチ産業が集積してきたことに加え、これらニッチ産業への振興施策や、大型企  




 工芸団体、市民団体及び行政からなる金沢創造都市推進委員会が制定した「Craftism 憲章」 
 を踏まえ、まちの将来像や取組等について取りまとめた。これらは、「金沢市民芸術村条 
 例」により規定されている。 
  これにもとづき、市民が 24 時間利用可能な｢金沢市民芸術村｣の設立と、公募により選 
 出されたディレクターによる運営されている。4 棟の工房を運営するのは一般市民から選 
 ばれた 8 人のディレクター であり、施設利用の活性化、独自事業の企画立案、利用者間 
 の調整等を自律的に行っている。この、市民ディレクター制度では、総合ディレクター1 









 ンド工芸品」の開発費を助成し、首都圏における工芸品のアンテナショップを開催する  
 とともに、金箔に関する国内唯一の博物館の移転整備（2010 年実施）に合わせ、産地支 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 音楽のまちづくりは 90 年代より行われており、1991 年、第３次浜松市総合計画新基 
本計画において、音楽文化都市構想が掲げられ、都市づくりの目標のひとつとして「世 




 また、市民への音楽文化の広がりとして、市制 80 周年(1991 年)には、記念事業とし 
て市民による音楽文化の創出を目的に、「浜松市民オペラ」が立ち上げられた。これは、 
総合舞台芸術であるオペラを市民の企画運営によって制作する市民のための事業である。 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  そして、「デザイン」をキーワードとした産業の振興や中小企業のものづくり支援に取 
 り組み、一定の成果を挙げてきた。そして、ユネスコ CCN への加盟に向けては、名古屋 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  神戸市では、古くから港湾部や旧居留地を中心とした、独自の異国文化とファッショ 
 ン産業等の優れたデザイン産業が集積していたが、震災以降、港湾部をはじめとする経 
 済の中心となる地域において、企業移転やテナントの減少により経済の空洞化と停滞が 
 長く続いていた。そこで、ファッション産業をはじめとするデザイン産業に焦点を当て、  
 「デザイン」をキーワードに先の名古屋市とは異なる文脈で神戸デザインのブランディ 
 ングの推進を開始した。 
  内外に対しデザインの普及啓発を行うとともに、デザイン産業に関連する創造産業に 
 従事する人々を集積する事により、新たな産業や文化を生み出す事で、創造都市として 
 の神戸市のブランドのイメージを市内外に創出しようとしている。 具体的な取り組みは 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  横浜市では、90 年代より行われてきた大規模なウォーターフロント開発によって重工 
 業都市からの脱却を図ろうとしたが、直後のバブル経済崩壊と東京都心でのオフィスビ 




  そして、中田市長の登場以降「創造性」をキーワードに、積極的に創造産業や人材を 
 誘致する事で、地盤沈下した中心部経済を立て直す政策を打ち出した。そして 2004 年 1 




 という四つの方向性が示された。そして同年 4 月、文化芸術創造都市事業本部を新設し、 
 全国初の文化芸術都市創造事業本部を設置した。 
  さらに役所内に創造都市推進課を置き、都市計画、産業政策、文化政策を横断的に融 
 合しながら創造都市づくりを進めている。特に、「文化芸術都市創造事業本部」の立ち上 
 げにより従来の行政の枠組みを超えたフラットな組織で施策を推進し、行政職員の創造  
 的なアイディアの創出能力の向上をはかっている。産業政策と文化政策、都市空間形成 
 政策の融合の試みとして、文化芸術の創造性を都市再生に活用する目的で、従来は縦割 
 りであった文化政策、産業政策、まちづくりにかかわる行政の各セクションを 横断的 
 に再編する新組織である文化芸術都市創造事業本部と創造都市推進課を新設し、中核的 
 推進組織としている。これらは、NPO 等の市民の政策過程への参画を提案し、「行政組織 
 の文化」の創造的な改革を目指したものである。 
  横浜市における最も特徴的な創造都市推進に関わる事業として Bankart1929 がある。こ  
 れは、1929 年に建設された旧富士銀行と旧第一銀行や臨海部の倉庫、空きオフィスを活 
 用してこれらをアーティスト・クリエーターと市民の「創造の場」に変えようという企 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































ここでは、4.1.で整理した各モデル（図−4−1〜4−7 参照）をもとに、ユネスコ CCN 認定・
加盟 6 都市に横浜市を加えた 7 都市について、そのタイプ別に比較考察を行う。まず、こ

















































































図—4—8	 札幌市の創造都市政策モデル	 図−4−9 鶴岡市の創造都市政策モデル 
図−4−12 名古屋市の創造都市政策モデル 図−4−13 神戸市の創造都市政策モデル 















































































































     















































図−4−15 ユネスコ CCN 認定・加盟 6 都市＋1 都市における創造都市政策の特性 
 





















4.3. ユネスコ創造都市ネットワーク認定 6 都市+1 都市へのアンケート調査 








① アンケート調査実施期間：7市…平成 24年 11月 28日〜平成 25年 1月 31日 
追加調査       ：札幌市…平成 26年 9月 26日〜平成 26年 10月 10日 
             鶴岡市…平成 27年 5月 11日〜平成 25年 5月 26日 





 ・札幌市 市長政策室 政策企画部 創造都市推進担当係 
 ・鶴岡市 鶴岡食文化創造都市推進協議会 
 ・鶴岡市 企画部 政策企画課 食文化推進室 
 ・金沢市 都市政策局 企画調整課 
 ・金沢市 総務局 企画部 企画課企画係 
 ・浜松市 企画調整部 企画課 創造都市推進グループ 









































 ・名古屋市 市民経済局 文化観光部 文化振興室 企画事業係 
 ・名古屋市 市民経済局 産業部次世代産業振興課 次世代産業振興係 
 ・神戸市 企画調整局 デザイン都市推進室 





















  表−4−2 ユネスコ CCN 認定 6 都市＋1 都市に対するアンケート調査質問項目 
 
  




























 さらにここからは、ユネスコ CCN（横浜市のみ CCNJ）に関して尋ねた各項目について
見ていく（表−4−4 参照）。まず、ユネスコ CCN に対する市民の認知度について尋ねた質問
1.では、「比較的認知されている」と答えた金沢を除き、「それほど認知されていないと思う」


















 最後に、CCNJ に関する質問及び、ユネスコ CCN への申請の意志等について個別に訪ね





の意志について尋ねた質問 3.については、「現在のところ目指してはいない」としている。  
 最後に、創造都市としての今後の展望について尋ねた質問 4.では、｢創造都市としてのネ
ットワークの構築と、他都市との交流に重点を置いている｣という回答であった。この点に
ついては、ほかのユネスコ CCN 認定・加盟都市と同様であり、ユネスコ CCN、CCNJ にお
けるコンセプトとしての都市間交流や、「創造性にまつわる実践に関するハブとしての都市
を目指す」という理念が通底していた。 

















































































































































































































































































































ユネスコ CCN と我が国の創造都市の関係において重要な位置を占めるユネスコ CCN の
年次総会は、過去 2008 にユネスコ本部のあるパリ、サンタフェ、そして 2009 年にリヨン、




















































































































美術館を持たない盛岡市、仙台市を除く 12 市における 13 の市立美術館・博物館を対象と
して取り上げ、各市の創造都市政策との関連をそれぞれ整理する。さらに、4 章での比較考
察同様、ユネスコ CCN 認定・加盟の 6 都市及び、金沢市とは先行研究においてしばしば対
































































入館者数（人）H24 349,176人 68,506人 662,159人 83,060人 1,487,285人 53,614人 314,257人
















































































































5.3. ユネスコ創造都市ネットワーク認定 6 都市+1 都市における立美術館の関係性モデル 
 ここでは、我が国におけるユネスコ CCN 認定・加盟 6 都市及び、先述の通り創造都市と
して佐々木（2007）をはじめとした先行研究においてしばしば金沢市と対照的に論じられ





















  関係性モデル 
図−5−7 横浜美術館における関係性モデル 
図−5−3 金沢 21 世紀美術館における    




	 	 	 博物館における関係性モデル 
図−5−2 鶴岡アートフォーラムにおける 
  関係性モデル 
図−5−4 浜松市美術館における 
























































































































































































① アンケート調査実施期間：平成 25年 1月 10日〜平成 25年 1月 31日 
② 調査対象：創造都市 14市における 13市立美術館・博物館の各担当課 
 
 ・札幌芸術の森美術館 学芸課 学芸普及係 
 ・鶴岡アートフォーラム 学芸課 
 ・横浜美術館 経営管理グループ 
 ・新潟市美術館 
 ・金沢 21 世紀美術館 総務課 
 ・浜松市美術館 
 ・名古屋市美術館 総務課 
 ・大阪市立美術館 総務課課長代理 
 ・神戸ファッション美術館 事業課 
 ・神戸市立博物館 学芸課 
 ・篠山歴史美術館 篠山市教育委員会社会教育・文化財課 





質問 2.の関連事業及び、質問 5.の予算と入場者数については表−5−2 に反映させた）。アンケ
ート結果のうち、選択式の設問に対する回答を表−5−4 に、自由回答の結果を表−5−5 にまと
めた。新潟市美術館については、市の美術館としての統一見解を出す事は困難であるとし
て、質問 3.（2）、質問 5.、質問 6.、質問 8.のみ回答が得られた。 
まず、市の創造都市政策に関する認知度を尋ねた質問 1.については、13 館中 7 館が「よ














































指標として定量的、定性的指標共に持つ美術館は 13 館中 5 館であり、どちらかを持つ美術
館を含めれば半数以上の美術館で何らかの評価指標を持っている事がわかった。質問 6.に
















考える実践について同項目から一つ選択してもらった質問 9.では、①が 7 館、④と⑦がそ























































①よく知っている ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○





























①地域や市民への啓発 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○
②域内アーティストや人材との連携　 ー ○ ○
③地元創造産業のとの連携　 ー
④地元教育機関などとの連携・協働 ー ○ ○
⑤地域の知名度の向上　 ー




























①企業(地元・外部) ○ ○ ○ 地 地 地 ○ ○
②大学等研究機関(地元・外部) ○ ○ ○ 地 地 ○ ○ ○
③NPO(地元・外部) ○ 地 地 ○ ○
④ボランティア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑤作家・アーティスト ○ ○ ○ ○ ○
⑥他の文化施設(具体内容は別表) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑦協働関係はない




























①予算の確保 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
②人材の確保 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○
③美術館内の担当課間調整 ー ○ ○
④専門的知識やノウハウの取得 ○ ー ○ ○
⑤アーティストや専門家等との協力確保 ー




⑩住民への周知 ○ ー ○ ○




























定量的指標 なし ○ ○ ー なし ※ ○ ○ ○ ○ ○ なし ○




























①今後、より連携して取り組みたい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
②今後は連携していく予定
③連携は難しい






























①市民への芸術発信の場 3 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
②地元のアーティスとや芸術家発掘、紹介の場　 3 2 3 3 3 3 2 2 3 2 3 3 3
③アーティストや芸術家の発表の場 3 2 3 3 3 3 1 3 2 1 1 3 3
④教育の場 3 2 3 2 3 3 3 2 3 3 3 3 3
⑤人材と産業の交流の結節点 3 2 1 2 2 3 1 1 3 1 1 2 2
⑥創造都市政策における事業の実践の場 3 2 3 2 1 2 2 1 2 2 1 3 2
⑦市民の交流の場 3 3 2 3 3 2 1 2 1 2 2 2 3
⑧NPOや市民の連携の場 3 2 2 2 2 3 1 2 1 2 2 2 2
⑨地域芸術や地場産業の継承、発信の場 3 2 2 3 3 3 1 1 2 2 3 2 2
⑩市外、国外への芸術の発信の場 3 2 3 3 3 3 3 1 2 3 2 3 2
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            中で、将来的に期待すること、今後



















































































 金沢 21 世紀美術館は、近現代を中心とした作品の展示を目的として 2004 年に設置され



























図−5−6 金沢 21 世紀美術館における各主体感の連携モデル 
 
5.7. 市立美術館と創造都市政策の関係についての考察 
 本章を通じて、国内の創造都市政策を位置づけている 14 都市中 12 都市における 13 館の
市立美術館・博物館の創造都市政策に関連する取り組みを整理した。そして、ユネスコ CCN






























































































































































金沢市民芸術村を 1996 年に設立し、「1 日 24 時間 1 年 365 日」自由に使える施設とし、各
工房に一般市民から選ばれたディレクターを置いて施設利用の活性化、独自事業の企画立
案、そして利用者間の調整等を市民が自主的に行っている。   





























② 創造的産業クラスターの形成による経済活性化。    
③ 魅力ある地域資源の活用。 
④ 市民が主導する文化芸術創造都市づくり。    
 





















































 2012 年、ユネスコ事務局長イリナ・ボコヴァは、ユネスコ CCN の新しいメンバーとして、
アンギャン＝レ＝バン市（フランス）、パデューカ市（アメリカ合衆国）、札幌市（日本）
を指名した（UNESCO プレスリリース 2013 年 11 月 21 日）。 































身近に音楽をはじめとする文化芸術を鑑賞できる環境を醸成している。3 章及び 4 章でも

























り組んできたが、その過程で、創造産業の振興や CGM（Consumer Generated Media、消費 
者生成メディアの意）の活性化が進み、札幌発のサブカルチャーも現れてきている。そ






















































の一翼を担う NPO 法人として活動するクリエイティブ・コモンズ・ジャパン（以下 CCJP）
























 以下（1）〜（6）では、CC 運動展開の背景や、CC に関する先行研究、その意義や目的、









 ッカーが予見していたように、ポスト資本主義としての情報化社会における諸活動にと  
 って、社会資本や社会関係資本に次ぐ新しい形の資本＝「知識資本」として一層の関心 







 一つがこの CC という運動である。 
  CC は、著作物の創造・流通・検索をスムーズに行えるようなシステムを設計し、多様 










 いてハッカー文化や互酬注 18の論理により、自由な情報の流通とアクセスを担保すべきで 
 あるという認識が共有されていた。しかし 90 年代以降、著作物や知的財産の利用に対す 
 る管理と監視が日々強まり、石ころのようなデータやコンテンツのみならず、本来すで 
 にパブリック・ドメイン注 19（以下 PD）の状態にあるべき著作物にまで著作権を主張す 
 るようになったために、自由な共有やアクセスへの制限や規制が始まった。このような 
 市場主義的な論理が先行・加速し、自由と規制のバランスの舵取りをするはずの法的ガ  




 する要因にもなるとして、CC は 2001 年にアメリカの法学者であるローレンス・レッシ 
 グをはじめ、サイバー・ロー注 20と知的財産権等の専門家、MIT（Massachusetts Institute of  
 Technology）のコンピューター・サイエンス分野の大学教授、PD を推進するウェブ出版 
 者らによって、非営利活動法人として設立された。 
  現在、CC アメリカ本部はサンフランシスコに拠点を置いている。そして彼らは、著 
 作（権）者注 20が著作物の取り扱いに関する手続きの煩わしさを軽減するための Web 上 
 のツールを提供し、共有を推し進める活動の世界的展開を開始した。翌 2002 年、同プロ 
 ジェクトの具体的な最初の成果として、当初 4 つの選択肢を複合させた 11 種類のライセ 
 ンスであるクリエイティブ・コモンズ・パブリック・ライセンス（以下 CCPL）をはじめ 
 て発表した。  
  さらに CC は、2003 年からはこの CCPL を用いての知識資本のグローバルな取引や共 
 有の実現と、CCPL の相互互換性を円滑化するために各国の法体系（デフォルトの著作権 
 法）に即したものにする事を目的としたインターナショナル・コモンズ（＝i・コモンズ） 
 プロジェクトを立ち上げ、各国で共通のライセンスが使用できる枠組みを作っている。 




  現在、CC に関連する先行研究としては、発案者であるレッシグ注 22による情報やコン 
 テンツの共有のあり方や理念を論じた研究（レッシグ, 2001）や、情報やコンテンツの共 
 有への締め付けに対する警鐘を鳴らした研究（レッシグ, 2003）をはじめ、様々な著作権 
 の放棄制度について比較・考察した田中（2009）や、デジタル著作権に絡む法的諸問題 
 を CC の試みから考察した土屋（2006）等、CC の理念に関する考察やシステム論的考察 
 がなされている。しかし、CC の取り組みについては、これまでシステムそのものの有用 
 性や著作権法上の解釈における議論は多数見られるものの、コンテンツや知識資本の流 
 通や共有により、創造都市政策をはじめとする文化政策への応用可能性やその効果とい 












 2006）。また 6.4.2.から取り上げる CCJP の初代代表を務めた中山は、CCJP シンポジウム 
 における基調講演「クリエイティブ・コモンズは著作権帝国の中の自治都市」（2006）の 
 中で 「CC は、例えて言えば著作権を堅持するべきとする大帝国の中での自由な意思に 
 よって作られる“自治都市”のような存在」であると説明している。 
  CC の意義は、まさにこのような自由な文化を築いていく方法を提示することである。 
 このとき、許可や権利の文化ではない自由な文化とは、理にかなわない法律や規制を取 











  CC の実践の中心は、スタンフォード大学のレッシグ教授が会長を務める「クリエイテ 
 ィブ・コモンズ協会（Creative Commons Corporation）」である。同協会は、コンテンツが 




 た CC の理事を務めた。レッシグは、ソフトウェア特許の独占がオープンソースとイノベ 
 ーションの脅威になると予想しており、2002 年に行われた「OSCON（Open Source   
 Convention）」のスピーチでは、この話題がおよそ半分を占めた。2 そして 002 年には、フ 
 リーソフトウェア財団のフリーソフトウェア推進栄誉賞を受賞し、2004 年よりフリーソ 
 フトウェア財団の理事も務めている。 





 激された、新たな創作がさらに生み出される。CC は、このような創作活動の連鎖を作り 
 出すことで、知のイノベーションを支えようとする運動なのである。CC は、技術革新を 
 含む創造性を殺さないために、意図的に所有権を制限して表現の自由に向けた｢共有地 
 =Commons｣を生み出すべく活動しているのである。  
 
（6）クリエイティブ・コモンズ・パブリック・ライセンスの特徴とシステム構成 
  CCPL の特徴は、現行の著作権法もとづいて制作された著作物の利用許諾（一部解放） 
 という形をとること、すなわち特別な取り決めが行われていない限り、著作権法が認め 
 る様々な（デフォルトの）権利は、著作権者と利用者のもとに残されているというとこ 
 ろにある。たとえば、利用者が持つフェア・ユース注 23の権利は、CCPL によって上書き 
 されるということではなく、私的な利用を制限する訳でもない。なぜなら、共有の条件 
 を、法的拘束力を持つ形で示すことが前提であり、利用許諾という形で表す事で、自由 
 に共有できる範囲がどこまでなのかが明確になるからである（上村 2006）。  
我が国における現行の著作権制度注 23においては、著作権は主張するかしないかであり、 
 その中間的レベルが存在しない。いわば 0 か 1 かの選択である。これに対し CCPL では、 
  著作権を全て留保する「All Rights Reserved」といわゆる PD の状態である「No Rights  
 Reserved」の中間の「Some Rights Reserved」の部分に、CCPL が規定する領域が存在する    
 （表−6−1）。現在 CCPL は ver3.0 注 24に移行しているが、最も普及した ver.2.0 を例に挙げる 
 と、著作者及び著作権者が、4 項目についてそれぞれ採否を選択し、組み合わせる事にな 





  つまり CCPL は、誰もが参加し、使用することにより洗練され、自由な共有のための 
 領域を拡大していくような陣地戦の戦略をとっているのである。各ライセンスの具体的 
 な説明については以下のとおりである。なお、i・コモンズ参加各国の CCPL のバージョ 
 ンと微細な違いを除けば、すべての国のすべてのバージョン間でコンパチビリティを保 



































・非営利 （Noncommercial）… 非営利目的に限ってその作品の利用を認めるか。 
・改変禁止 （No Derivative Works）… その作品の利用をそのままの形でのみ認めるか。 




あり得る組み合わせは次の通りで、その利用範囲の強弱については表−6−2 のようになる。        
               



















のである。以下に CCJP の活動について整理した。 
141 
 
大学教員・研究者 博士・修士号取得者 弁護士 クリエイター 会社役員・運営 他のＮＰＯに所属 民間・その他
理事 / Board of Directors 7 6 2 3 ー 3 ー 1
アドバイザリーボード / Advisory Board 6 1 ー 1 ー 2 1 4
フェロー / Fellows　 2 ー ー ー ー 2 ー 2
事務局 / Staff　 18 2 4 6 4 ー ー 8
インターン / intern 2 2 ー ー ー ー ー ー
フレンド / Friends  1 ー ー ー ー ー ー 1
合計 36 11 6 10 4 7 1 16





  我が国において、i・コモンズに呼応する形で国際大学 GLOCOM をホストとして 2003 
 年 6 月に CCJP が発足した。そして、i・コモンズの一環としては、アメリカに次いで世 
 界で二番目となる CCPL 日本語版を発表している。そして、2007 年 7 月 25 日、東京都の 
 認可を受け NPO 法人化した。さらに、2008 年 6 月 18 日承認の日本政府による「知的財 
 産推進計画改訂」においては、CC の取り組み促進がはじめて明記された。CCJP は、日 
 本国の定める著作権制度の枠組みの中にありながら、自由に共有・管理・流通できるコ 
 ンテンツを増やし、知識資本の利用に対する自由度のバランスをとることを目指してい 
 る。その後も著作権とコモンズに関するセミナーや、CCPL を用いた様々な試み、イベン 
 ト等を実施している。なお、現在の組織構成としては、代表理事に東京大学名誉教授で 
 弁護士の中山信弘が就いており、アドバイザリーボードをデジタルガレージ取締役、MIT 
 メディアラボ所長でもある伊藤（穣一：Joi Ito）が務めるほか、日本の弁護士資格を持っ 
 た若手弁護士を中心に、若手アーティストやクリエーター・ビジネス家・IT 系技術者等 
 様々な分野の力者の参加を得て活動している（表−6−3）。CCJP の活動は、その後も我が  
 国のデジタルコンテンツや、学術研究、メディア・アート等、様々な分野での広がりを 
 見せており、写真やアートの展覧会の各作品に CC のライセンスをつけて発表し、ブログ 
 での公開を認めたり、学術論文の中でも特にソフトウェアやシステム、オープンソース 
 に関する研究等に CC のライセンスを適応させ、広くその応用を促している。 
  我が国では、民主党政権下の平成 24 年度通常国会において、改正著作権法が賛成多数 
 で可決され、ダウンロードや情報共有に関する違法ラインが拡大された。これに対し、 
 CCJP は、レッシグのいうように「コンテンツの共有や再利用は“可能である状態”がデフ 
 ォルトであるべき」（レッシグら, 2005）、という基本的立場に立った上で、CCPL の普及 
 や利用を推し進め、共有のための権利を解放したコンテンツを増やし、自由に利用した 
 り、共有できる環境を作り出すという目的のため、CCPL 等のシステム的インフラの政 
 策への応用や、CCPL の利用を促進するための啓発活動も同時に行っている。 
 













 れることである。近年、英語圏では、国家レベルも含め CCPL を利用した比較的大きな 
 プロジェクトが幾つか存在しており、これにもとづきコンテンツの公開を行っている。 




  近年の CCJP は、現行制度に対するオルタナティブな仕組みづくりやイベント等、独 
 自の啓発活動等によって知識資本の共有を推し進めているが、それら全てを下支えす 
 る仕組みが CCPL である。情報やコンテンツを共有しようとするとき、知的所有権や著 
 作権法が障害になる場合があるが、CC 運動の基本的な狙いは、ライセンスの利用により 
 法的問題を回避する事にある（野口, 2005；2011）。これを達成するために同プロジェク 
 トは CCPL を、著作権者が作品のリリースにあたって無料で作品に付与したり、利用で 





  世界と我が国におけるライセンスの利用動向について見ると、最も新しい統計データ 
 の存在する 2011 年時点で、CCPL が付与され流通しているコンテンツは世界トータルで 
 4 億コンテンツ以上に達しており（図−6−1）、現在も増加し続けている。 
  例えば、ニュースコンテンツでは、2005 年 9 月 25 日以降に投稿されたテキストを CC 
 表示（CC  BY）2.5 ライセンスで提供しているほか、2009 年 6 月 15 日からは Wikipedia 
 や、他のウィキメディア・プロジェクトでも CC 表示—継承（CC BY-SA）3.0 のライセン 
 スが採用されている。また、「You Tube」等への動画投稿の際にも CCPL が用いられる等、 
 欧米において CC はメジャーな存在となりつつあるとともに、政策への応用も進んでいる。 
 これにきコンテンツを公開したり、コンテンツ産業の振興を推し進めている。 
  知識資本利用の先進国である日本でも同様に、CCJP により様々なコンテンツへの 








 ザーの CCPL の採択行動を比較した場合、全体としては日本のほうが「改変禁止」等の 









































1位 表示—改変禁止　　　　　　　32％ 表示ー非営利ー改変禁止　 26％
2位 表示ー非営利—継承　　　　21％ 表示—非営利—継承　　　　　 26％
3位 表示ー非営利—改変禁止　21％ 表示—継承　　　　　　　　　　  21％
4位 表示　　　　　　　　　　　　　　12％ 表示　　　　　　　　　　　　　　  13％
5位 表示—非営利　　　　　　　     7％ 表示—非営利　　　　　　　　　 10％
6位 表示ー継承　　　　　　　　　　 6％ 表示ー改変禁止                  3％
 
採択条件/年.月 2005.2 2006.4 2006.6 2009.3
非営利 74% 71% 68% 62%
改変禁止 33% 28% 24% 29%











表−6−5 2009 年時点での日本と世界のライセンスの 
条件の採択の割合 出所：野口（2010） 
 


























































ジャンル 音 教育 画像 文章 映像 科学 計












の派生プロジェクトである「Science Commons」における出版や研究成果への CCPL の利用、
画像に関する活用事例として「フォト蔵」や「Flikr」の写真や動画の CCPL での公開、文章
の活用事例として国立図書館・博物館が CCPL でのデータの公開や、「Ubuntu Magazine Japan」
の CCPL での公開、映像の活用事例として、「Youtube」の映像コンテンツや、中東アルジ
ャジーラテレビ、ホワイトハウスのウェブサイト「Whitehouse.gov」等においても CCPL が
採用されている。また、CCJP 自身も写真やアートの展覧会の各作品に CCPL をつけて発表
し、ブログでの公開を認めたり、学術論文や、ソフトウェアやシステム、オープンソース




って、多くの示唆を与えるものである。          
 
表−6−7 CCPL の活用・応用事例の数とジャンル 
 （CCJP の HP をもとに筆者作成：2014 年 10 月時点） 
     
 
 








表−6−8 CCPL の活用・応用事例のジャンルと内容 




































 上の表−6−7、表−6−8 における CCPL の活用・応用事例の中でも、いわゆるホワイトキュ
ーブにおける応用、すなわち美術館等の展示会場における展示作品の写真撮影や写真の利
















覧会では、新作 6 点を含め、1990 年代以降の主要作品 26 点を紹介しており、ウェイウェイ
の個展としては過去最大級のものとなった。そしてこの展覧会場では、通常は著作権等の
問題で写真撮影が認められない美術館が多い中、観客が作品を写真に撮る事を許可する、




















6.5.2. コンテンツにおける応用：Into Infinity と都市空間 






活用されていく、というプロジェクトである。2009 年秋、Into Infinity のコンセプトに賛同
した日本の若手サウンド・アーティストも多数作品を提供するととともに、｢APPLIYA 
Studio｣との共同制作で i Phone 用のアプリもリリースされた。我が国でも、dublab の創始者
フロスティやアーティストの Daedelus を招き、東京と札幌で、実際に都市空間を利用して
多数のライブイベント、作品展示イベント、ワークショップが開催された。日本でのイベ
ント展開については CCJP が全面協力して実現している。 




























として解き放たれていくという現実は、日本のアーティストにもリスナーにも 1 人 1 人の
実感として捉えられるものとなりつつある。そうした現実に、日本よりも以前に直面し、
そこから新たなアクションを起こし始めたのがアメリカの dublab であり、それを支えたの


























  そして、メディア・アートは社会空間、特に活動や情報のフローの結節点である都市 
 に注目してきた。近年のメディア・アートは、都市空間とネットワーク上に存在する情 
 報空間とのインタラクションに作用するメディア（＝媒介）としても注目されている。 




 ような今日においては IT 技術をはめとする新技術に触発され生まれた芸術作品であり、 
 メディア・アートはそのような新技術を積極的に使用しようとする。メディア・アート 
 の領域は、伝統的な絵画や彫刻等、古い媒体（＝Old Media）を用いたアートとは異な 
 る新しい媒体（＝New Media）を用いた作品群によってそれ自身を定義している。 




  我が国におけるメディア・アートの発展はある意味で特徴的である。海外におけるビ 
 デオ・アート、あるいは現代美術の発展を背景とするアートの領域とは別に、90 年代前 
 半から特に商業芸術、デザイナー、プランナー等がコンピュータゲームや電子玩具とい 
 った姿で表現し、1990 年代中盤からはインターネットが爆発的な普及していった。 





































































 これこそが、アーティストが意識的・無意識的に果たしている社会的な役割である。  本 
 来、アートにはそのような機能がある上、コミュニケーションのためのメディアテクノ 










  メディア・アートは、いわば社会を映す鏡としての性格を持つのは当然とも言える。 
 このとき、都市空間という人々の出会いや交流の媒介、あるいは場としての役割はま 
 すます高まってきているといえる。また、別の文脈の媒介としては、ここまで見てきた 
 ように CC や CCPL のようなメディア・アートをはじめとする 創造的営為を行う人々の 
 ための環境の構築を潤滑に行うための社会的インフラを担う主体がある。これらは基本 
 的には非営利的であり、非貨幣的な社会的サービスを現代的な脈絡で行う主体であると 
 もいえる。CC の理念と CCPL システムの仕組みは都市というメディア（＝媒介）に参画 













































































RCDI には「人的資本（Human Capital：HC）」、「社会関係資本（Social Capital：SC）」、「環
境資本（Environment Capital：EC）」という基本の 3 つの指標が存在する。フロリダの三つ
































































































































































































①  今回用いた国勢調査等のデータには、仙台市をはじめとする東北圏の都市については    
     震災前のデータも一部含まれるため、一定の留意が必要であること。 
②  HCの指標値と SCの指標値の間の相関性については、我が国における都市の固有の特 
     性や、各創造都市において独自に実施される政策内容に関係していると考えられるた 
     め、今後は、具体的な政策の内容や、個別の施策についても詳細に(把握・整理しな  
     がら)見ていく必要があること。 
③  我が国における都市の創造性を計量する包括的、統一的な指標や枠組は未だ存在しな 
   いため、指標自体のさらなる精査が必要であり、現状では都市の創造性を統計的に数     
   値化し、それにより一律に比較する事の一定の限界を認識する必要があること。 
④   大阪市のように、首長の交替に伴い大きく政策の方針転換がなされた事例があるが、 
     創造都市政策のように総合的かつ多面的な施策や事業展開が求められる政策におい    
     ては、首長はじめ、議会や行政、市民との協働レベルにおいても、長期的かつ総合的   
     な視点で連携関係を構築しながら推進する体制が望まれ、創造都市政策に関する研究 
















































































































































































































































































































































































































































































































 モーターが科学的管理方法を応用して開発した生産システムであり、ドードモデル・T の 





 ①「ニューリベラリズム」（New Liberalism）。初期の個人主義的で自由放任主義的 
    な古典的自由主義に対して、より社会的公正を重視し、自由な個人や市場の実現のた 
    めには、政府による介入も必要と考え、社会保障等を提唱する立場。 
 ②「ネオリベラリズム」（Neo liberalism）。1930年以降、社会的市場経済に対して個人 
  の自由や市場原理を再評価し、政府による個人や市場への介入は最低限とすべきとい 
  う考え方。我が国では、比較的こちらの意味で用いられることが多い。新自由主義は、    
    ハーヴェイのラディカルな批判の展開により広く知られる事となった。ハーヴェイに 
    よれば、新自由主義化は、グローバルな資本蓄積（実際は建前、契機は実質下落して 
177 
 
    いるためであるとしている）を再活性化するのにはあまり有効ではないという。ただ 
    し、経済エリートの権力回復や、あるいはそういうエリートの創出（伝統的なエリー 
    トではない階層、ナレッジワーカー等も含む）するのにきわめて有効であったので 
    あり、新自由主義の理論は（ユートピアとして）エリート創出という目標を達成する 
    あらゆる手段の正当化、権威づけという役割を持つ。その意味において、フロリダの 
  クリエイティブ・クラスとはホワイトカラーの再生産という視点からは批判されるべ 




注 5 文化庁長官表彰：平成 19 年度より、文化庁長官表彰に「文化芸術創造都市部門」を設  
 け、市民参加のもと、文化芸術の力により地域の活性化に取り組み、特に顕著な成果を  
 挙げている市区町村を表彰している。各受賞都市については表−a の通り。 
 
注 6  CCNJ：CCNJ は、創造都市の取組を推進する（または推進しようとする）地方自治体  
 をはじめとする多様な主体を支援するとともに、国内及び世界の創造都市間の連携・交 
 流の促進と創造都市の普及・発展させるためのプラットフォームとして平成 25 年 1 月 13 




 治体・団体は表−b の通り（2015 年 6 月 30 日時点）。 
 
注 7 都市の創造性・持続性指標：佐々木雅幸（2003）「都市の創造性・持続性指標」(Indicators  
 of the Creative & Sustainable City)の評価項目については表−c の通り。 
 
注 8 生活文化創造都市指標：日本ファッション協会（2008；2009）「生活文化創造都市指標」  
 の評価項目については表−d の通り。 
 
注 9 創造産業：創造産業の定義や分類については、各国や、各自治体、様々な団体により 











注 10 創造産業 13 業種：英国 DCMS（Department for Culture Media & Sport:1998）では、「個  
 人の創造性や技能、才能に由来し、また知的財産権の開発を通して富と雇用を創出しう 
 る産業」として、13 の創造産業を定義している。我が国における創造産業分類について 
 は吉本（2003）において定義されたが、これを基に、吉本（2009）で見直され、再定義 
 された。この分類の詳細は表−f を参照。これらは、日本標準産業分類（改定前）の各産 
 業に対応している。 
 
注 11 日本標準産業分類：創造産業分類：参考日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂版） 
 ・産業（小分類）、経営組織（２区分）別事業所数及び従業者数—全国、都道府県 
 ・産業（大分類）、経営組織（２区分）別事業所数及び従業者数—全国、都道府県、市 
  区町村 
 ・産業（小分類）別民営事業所数及び従業者数—全国、都道府県、市区町村 
 
注 12 再分類：平成 19 年度の標準産業分類改訂の際に再分類された産業については筆者が  
 再度分類し、新たに当てはめた。この改訂に伴う創造産業の筆者による再々分類の詳細 




注 13 伝統工芸品産業：金沢市における伝統工芸品産業には、九谷焼、加賀友禅、金沢漆器、 
 金沢箔、金沢仏壇、加賀繍の国による伝産法（伝統工芸品産業の振興に関する法律）指 
 定 6 産業も含まれる。具体的な産業名については表−h 参照。 










 ば、 美術館とは、博物館の一種であり、美術作品を中心とした文化遺産や現代の文化 
 所産を収集・保存・展示し、またそれらの文化に関する教育・普及・研究を行なう施設 
 であると規定される。（ギャラリーについては、公益性や公開を担保する事が必ずしもそ 











 の関心事は 21 世紀の軍事技術、兵器や技術の増殖、資本主義の増大する力に関するもの 
 へと移っていった。 
 
注 16 DIY：DIY とは、専門業者に任せずに自らの手で生活空間をより快適に工事しようと 
 する概念のこと。英語で Do It Yourself の略語で、「自身で作ろう」の意。多くはもともと 
 は住居等の部分的な補修作業が主であるが、住宅全体の補修、更には等の小屋建て、 
 果ては一般住宅の設計・建築までも含まれる。DIY は自らで出来ることであればその規 
 模を問わないことから、むしろより広い概念である。現在では居住環境のみならず、一 
 部の分野では自作パソコンまでも指すこともある。また、DIY という言葉には「自身で 
 作る」という考え方を広く生活態度そのものに適応させようとする精神性を指す場合も 
 あり、「DIY 精神（DIY Ethic）」等として、政治運動・社会運動や音楽業界等サブカ 
 ルチャーに至る多様な文脈で論じられることがある。 
 
注17 フリーソフトウェア運動：フリーソフトウェア運動 (英: Free Software Movement, FSM,   










































 権に関する世界知的所有権期間条約（WIPO 著作権条約）」、「知的所有権の貿易関連の側 
 面に関する協定（TRIPS 協定）」等により規定される。我が国の著作権法には、保護の 
 最低要件等が定められており、これらの条約の締約国が、条約上の要件を満たす形で、 




  ・著作者とは著作物（作品等）の作者であり、以下のような、著作物に関する権利を 
  有する者のこと 
 ・著作権（広義の著作権） 
  1.著作権（著作者本人の権利） 
   著作者人格権（※他人への譲渡は不可能） 
  公表権・氏名表示権・同一性保持権 
  2.著作財産権（※他人への譲渡は可能） 
  複製権・上演権・演奏権・上映権・公衆送信権（放送権・有線放送権・自動公衆送 
   信権・送信可能権・伝達権）口述権・展示権・頒布権・譲渡権・貸与権・二次 著作 
   物の作成に関する権利・二次著作物の利用に関する権利 
   3.著作隣接権（実演家・レコード会社・放送事業者の権利） 
 たとえば文学作品の執筆者、芸術作品の制作者、作曲家や作詞者、ラジオ番組・テ 
 レビ番組の製作著作者、演劇における戯曲の劇作家、テレビドラマ・アニメーショ  
 ン・映画作品の監督、脚本家、原作者等 
 





注 23 現行の著作権制度：我が国における著作権法として、知的財産権の一つである著作権 







 ・「d マーク」における著作権の放棄 
 ・「自由利用マーク」における著作権の放棄 
 ・「GNU（General Public License：一般公衆ライセンス、GPL）」における著作権の放棄 
    




注 24 ver.3.0.：CCPL はこれまでにも幾度かバージョンのアップデートがなされている。そ 
  の際、各国の法体系やライセンスの組み合わせの利用状況等を考慮し、ヘッドクオー 
 ター（現：アメリカ）で次世代のライセンスの仕様を作り込むが、そのプロセスで、各 




注 25 メディア・アクティビスト：メディア・アクティビスト（Media Activist）とは、いま 
















注 27 T.A.Z：T.A.Z（Temporary Autonomous Zone）は一時的自律空間とも訳される。現代的 
 文脈におけるフレキシビリティは、自律空間そのものにも作用する。そして空間の自明 
 性をも揺るがせる。固定された空間のみならず、Temporary（一時的）にその姿を現し、 
 固定化されない空間における自律性について、ハキム・ベイの著書、Ｔ.Ａ.Ｚ. The   









注 28 英国アーツカウンシルによる文化政策の業績評価指標: 英国アーツカウンシルによ  
 り作成された文化政策に関する業績評価指標。その内訳は、大きく分けて｢戦略目標｣、｢経 
 費と効率｣、｢サービスの提供にともなう効果｣､｢事業の質｣、｢アクセスの公平性｣の 5項 
 目からなる。表−i参照。 
 









注 30 欧州文化首都：欧州文化首都（European Capital of Culture , Capitale Européenne de la  
 Culture）とは、欧州連合が指定した加盟国の都市で、一年間にわたり集中的に各種の文 
 化行事を展開する事業。「欧州文化都市」（European City of Culture、Ville Européenne de la  
 Culture）とも呼ばれていた。この事業は、83 年にギリシャの文化大臣メリナ・メルクー 








 この事業の導入希望が増えたことを受け、00 年には一挙に 9 都市が指定され、01 年以降 
 は年次によっては複数の都市が指定されるようになった。99 年には、事業の改称が決定 
 され、05 年から現行の名称となった。 
 
注31 クリティカル・アート・アンサンブル：クリティカル・アート・アンサンブル(Critical   







 よりも、より組織的な政治キャンペーンの一環としてのメディア行動をとるメディア・  
 アクティビスト集団である。 
 




























札幌市 北海道 ○ ○ 名古屋市 愛知県 ○ 一般財団法人アーツエイド東北
東川町 北海道 ○ 長浜市 滋賀j県 NPO法人アートNPOリンク
八戸市 青森県 草津市 滋賀県 公益財団法人岡山シンフォニーホール
仙台市 宮城県 守山市 滋賀県 公益財団法人音楽文化創造
仙北市 秋田県 ○ 甲賀市 滋賀県 NPO法人Creative Association
山形市 山形県 京都市 京都府 滋賀次世代文化芸術センター
鶴岡市 山形県 ○ ○ ○ 舞鶴市 京都府 NPO法人 駿河地域経営支援研究所
取手市 茨城県 南丹市 京都府 大道芸ワールドカップ実行委員会
中之条町 群馬県 ○ 神戸市 兵庫県 ○ ○ NPO法人DANCE BOX
さいたま市埼玉県 篠山市 兵庫県 ○ ○ NPO法人都市文化創造機構
草加市 埼玉県 奈良市 奈良市 NPO法人鳥の劇場
佐倉市 千葉県 真庭市 岡山県 一般財団法人日本ファッション協会
豊島区 東京都 尾道市 広島県 一般社団法人ノオト
横浜市 神奈川県 高松市 香川県 公益財団法人兵庫県芸術文化協会
小田原市 神奈川県 久留米市 福岡県 公益財団法人びわ湖ホール



















平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
横浜市（神奈川県） 札幌市（北海道） 東川町（北海道） 水戸市（茨城県） 仙北市（秋田県） 新潟市（新潟県） 八戸市(青森県) 
金沢市（石川県） 豊島区（東京都） 仙台市（宮城県） 津南町（新潟県） 鶴岡市（山形県） 大垣市（岐阜県） いわき市(福島県) 
近江八幡市（滋賀県） 篠山市（兵庫県） 中之条町（群馬県） 南砺市（富山県） 浜松市（静岡県） 神山町（徳島県） 千曲市(長野県) 
沖縄市（沖縄県） 萩市（山口県） 別府市（大分県） 木曽町（長野県） 舞鶴市（京都府） ー 尾道市(広島県) 
ー ー ー 神戸市（兵庫県） ー ー ー
 













②文化関連NPO 団体数 総人口1,000 人当たり















表−b. CCNJ 参加都市・団体（2015 年現在） 
 
  
    
    






































化学工業 ⇒ 16 化学工業
一般機械器具製造業 ⇒ 25 はん用機械器具製造業
電気機械器具製造業 ⇒ 29 電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業 ⇒ 30 情報通信機械器具製造業
電子部品・デバイス製造業 ⇒ 28 電子部品・デバイス製造業
輸送用機械器具製造業 ⇒ 31 輸送用機械器具製造業










































































































事業所数（市外含む） 任従業者数（人） 事業所数（市外含む） 任従業者数（人） 18年 19年 20年
　1.　九谷焼 ◯ 花器、茶器、酒器 316 1,260 300 1,180 5,300 5,160 5,060
　2.　大樋焼 茶道具 10 30 10 30
　3.　加賀友禅 ◯ 留袖、色留め袖紋付、訪問着 307 823 282 700 8,151 4,507 4,212
　4.　金沢漆器 ◯ 茶道具、調度品などの御一品生産 26 60 26 60 200 200 200
　5.　金沢箔 ◯ 金箔、銀箔 118 652 104 601 4,550 2,214 2,054
　6.　加賀象嵌 花瓶、置物、装身具等 29 29 29 29
　7.　茶の湯釜 茶釜 1 2 1 2
　8.　金沢仏壇 ◯ 仏壇（蒔絵技術と欄間彫刻） 43 110 40 105 500 500 500
　9.　桐工芸 桐火鉢、茶器、灰皿、菓子器等 3 9 3 7
10.　郷土玩具 加賀人形、獅子頭、加賀八幡起上 2 8 2 10
11.　加賀毛針 あゆ毛針 3 13 3 13
12.　加賀竿 漆塗りの継竿 1 1 1 1
13.　竹工芸 網代編みの茶、華道用竹工芸 3 5 3 3
14.　二俣和紙 工芸用紙、箔紙 3 6 3 6
15.　水引 水引、水引人形 5 11 5 11
16.　銅鑼 銅鑼 1 2 1 2
17.　菓子木型 木型 - - - -
18.　和傘 和傘 1 1 1 1
19.　提灯 提灯 3 3 4 4
20.　太鼓 各種太鼓 1 10 1 31
21.　琴 生田流琴 2 2 2 2
22.　三弦 三弦 2 6 2 3
23.　加賀繍 ◯ 刺繍帯等 8 258 8 158 66 66 33
24.　かつら・かもじ かつら・かもじ - - - -
25.　金沢表具 屏風、掛け軸など 15 20 38 58
26.　手捺染型彫刻 手捺染型彫刻 - - - -
18年 19年 20年
　1.　九谷焼 ◯ 花器、茶器、酒器 5,300 5,160 5,060
　2.　大樋焼 茶道具
　3.　加賀友禅 ◯ 留袖、色留め袖紋付、訪問着 8,151 4,507 4,212
　4.　金沢漆器 ◯ 茶道具、調度品などの御一品生産 200 200 200
　5.　金沢箔 ◯ 金箔、銀箔 4,550 2,214 2,054
　6.　加賀象嵌 花瓶、置物、装身具等
　7.　茶の湯釜 茶釜















































































人口 1,000人当たりの新しい芸術作品の委嘱件数と委嘱に支出した金額 音楽、 ダンス 振付、パブリックアート、文学、 脚本など
地方自治体の運営・実施する個々の文化施設や文化事業、芸術サービスに対する利用者の満足度 ー
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・札幌市 市長政策室 政策企画部 プロジェクト担当 
・盛岡市 市長公室 企画調整課 
・仙台市 市民局 文化スポーツ部 文化振興課 
・鶴岡市 企画部 政策推進課 
・横浜市 文化観光局 創造都市推進課 
・新潟市 地域・魅力創造部 
・金沢市 都市政策局 企画調整課 
・浜松市 企画調整部 企画課 創造都市推進グループ 
・名古屋市 市民経済局 産業部 産業経済課 
・大阪市 政策企画室 
・神戸市 企画調整局 デザイン都市推進室 
・篠山市 政策部企画課 
・高松市 創造都市推進局 産業経済部 商工労政課 商工係 
・北九州市 市民文化スポーツ局 文化スポーツ部 文化政策課 
 
〈ユネスコ CCN、CCNJ に関するアンケート調査〉 
・札幌市 市長政策室 政策企画部 創造都市推進担当係 
・鶴岡市 鶴岡食文化創造都市推進協議会 
・鶴岡市 企画部 政策企画課 食文化推進室 
・金沢市 都市政策局 企画調整課 
・金沢市 総務局 企画部 企画課企画係 
・浜松市 企画調整部 企画課 創造都市推進グループ 
・名古屋市 総務局 企画部 企画課企画係  
・名古屋市 市民経済局 文化観光部 文化振興室企画事業係 
・名古屋市 市民経済局 産業部 次世代産業振興課次世代産業振興係 
・神戸市 企画調整局 デザイン都市推進室 
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（本論 6 章で引用した図表等の図表およびこれらの画像素材はすべて CC および CCJP の
HP より、自由利用可能なものを引用している） 




























 ・〈創造都市政策に関するアンケート調査〉調査票（対象 14 都市） 
 ・〈創造都市政策に関するアンケート調査〉回答結果（対象 14 都市） 
 ・〈創造都市における市立美術館の現状に関するアンケート調査〉調査票 
 ・〈創造都市における市立美術館の現状に関するアンケート調査〉回答結果 
 ・〈創造都市政策に関するアンケート調査〉調査票（ユネスコ CCN 認定・加盟都市） 
 ・〈創造都市政策に関するアンケート調査〉調査票（ユネスコ CCN 認定・加盟都市） 
 ・CCJP 常務理事渡辺智明氏へのインタビュー調査項目（2009） 
 ・CCJP 常務理事渡辺智明氏へのインタビュー調査項目（2011） 
 ・CCJP へのインタビュー調査まとめ 
 「知識資本共有のための集約、管理主体である CCJP の NPO としての組織的課題及び 
  社会的役割」 
 
◎創造産業分類 
 ・英国 DCMS 定義創造産業 13 分野 













 ・14 都市における RCDI 計算値 





  事業所数に対する割合 
 ・14 都市の創造産業・ハイテク産業の割合 
 ・14 都市における創造産業・ハイテク産業の順位 
 
◎RCDI 算出用データ 
 ・HC 指標算出用 
 ・SC 指標算出用 




























































           〈本調査に関するお問い合わせ先〉 
兵庫県立大学環境人間学研究科 
担当：立花 晃（大学院 博士後期課程）  




























兵庫県立大学 大学院 環境人間学研究科 
都市計画研究室:立花 晃                       
      










①新たに地域経済再生の推進力として ②地域固有の歴史や文化資源を活かすため  
③その他（                                 ）  
①地域への創造産業の誘致・集積 ②域内経済や人材の循環 ③地元創造産業の振興  
④地域のブランド力の向上 ⑤その他（                   ） 
①企業（地元・外部） ②大学等研究機関（地元・外部） ③ NPO（地元・外部） 
④ボランティア ⑤作家・アーティスト ⑥文化施設（             ） 
⑦協働関係はない ⑧その他（                        ） 
 
①予算の確保 ②担当職員の確保 ③部局間調整・連携関係の構築 ④専門的知識やノ  
ウハウの取得 ⑤アーティストや専門家等の協力確保 ⑥文化・芸術団体との連携 
⑦NPO やボランティアとの連携 ⑧文化施設等との連携 ⑨地元経済界の理解 



































自治体名…         
主管する行政部署… 
 
①確実に継続する ②継続の予定 ③継続にやや困難がある ④継続は困難 ⑤不明 
 
 




［部署名］                       ［お名前］ 
 
［電話番号］                       ［e−mail］ 
 4.平成24年度の創造都市政策に関連する事業の予算合計額はいくらですか。またそれの予算 

















































































































































































盛岡市 ② ④ ①,⑥（石川啄木記念館） ①,④ なし なし










横浜市 ③ ④ ①,②,③,⑤ ①,②,③,⑤,⑩ なし なし
新潟市 ② ② ①,③,⑤ ③,④,⑤ ー ー
金沢市 ② ③ ②,⑤,⑥,⑧（経済団体） ① ー ー












大阪市 ー ー ー ー ー ー
神戸市 ① ② ①,②,③,⑤ ①,③,④,⑩ 「神戸2015ビジョン」に対する外部評価 ー








ー ー ー ー ー
北九州市










































































































契機、きっかけ 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①新たに地域経済再生の推進力として ❍ ー ❍ ❍ 3
②地域固有の歴史や文化資源を活かすため ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ 7
③その他 ❍ ❍ ー ❍（①＋③） 3
（1）重点政策 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①地域への創造産業の誘致・集積 ー ー 0
②域内経済や人材の循環 ❍ ❍ ー ❍ ー ❍ 4
③地元創造産業の振興 ❍ ❍ ー ー 2
④地域のブランド力の向上　 ❍ ❍ ❍ ー ❍ ー 4
⑤その他 ❍ ❍ ー ー 2
（2）協働主体 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①企業（地元・外部）　 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ー ❍ 10
②大学等研究機関（地元・外部） ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍外 ー 7
③　NPO（地元・外部） ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍地 ー ❍ 8
④ボランティア ❍ ー ❍ ー 2
⑤作家・アーティスト ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー ❍ 10
⑥文化施設 ❍ ー ー ❍ 2
⑦協働関係はない ー ー 0
⑧その他 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ー 5
（3）進める上での困難さ 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①予算の確保 ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー ❍ 10
②担当職員の確保 ❍ ー ❍ ー 2
③部局間調整・連携関係の構築 ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー 6
④専門的知識やノウハウの取得 ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー 5
⑤アーティストや専門家等の協力確保 ❍ ❍ ❍ ー ー ❍ 4
⑥文化・芸術団体との連携 ー ❍ ー ❍ 2
⑦NPOやボランティアとの連携 ー ー 0
⑧文化施設等との連携　 ❍ ー ー 1
⑨地元経済界の理解 ❍ ❍ ー ❍ ー 3
⑩住民への周知 ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー 6
⑪その他 ー ー 0
政策の継続性 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①確実に継続する ❍ ❍ ❍ ❍ ❍ ー ー ❍ 6
②継続の予定 ❍ ❍ ❍ ❍ ー ❍ ❍ ー 6
③継続にやや困難がある ー ー 0
④継続は困難 ー ー 0




















































































































































兵庫県立大学 大学院 環境人間学研究科 
都市計画研究室:立花 晃                       
      





           〈本調査に関するお問い合わせ先〉 
兵庫県立大学環境人間学研究科 
担当：立花 晃（大学院 博士後期課程）  























     おつけください）。 
 ①地域や市民への啓発 ②域内アーティストや人材との連携 ③地元創造産業の都の連携  
 ④地元教育機関などとの連携・協働 ⑤地域の知名度の向上  
 ⑥その他（                                   ） 
 
（2）特にどのような主体と協働や連携をされていますか（該当するもの全てに❍をおつけくだ 
   さい）。 
 ①企業（地元・外部） ②大学等研究機関（地元・外部） ③ NPO（地元・外部） 
 ④ボランティア ⑤作家・アーティスト ⑥他の文化施設（              ） 
 ⑦協働関係はない ⑧その他（                          ） 
 
（3）美術館の事業を進める上で特に困難さを感じておられる点はどのような事ですか（三つま 
    で選んで❍をおつけください）。 
 ①予算の確保 ②人材の確保 ③美術館内の担当課間調整 ④専門的知識やノウハウの取得  
 ⑤アーティストや専門家等の協力確保 ⑥他の文化・芸術団体との連携 ⑦NPO やボランテ 
 ィア団体との連携 ⑧他の文化施設等との連携 ⑨地元からの理解 ⑩住民への周知  



















 ①今後、より連携して取り組みたい ②今後は連携していく予定 ③連携は難しい  





 さい。（3…重要 ・ 2…普通 ・ 1…それほど重要ではない）  
  
※ ご回答ありがとうございました。恐れ入りますが、ご回答いただいた美術館名と担当者様の部署名、 
  お名前、ご連絡先、e-mailアドレス等を、お教え頂ける範囲でご記入頂ければ幸いです。 
［部署名］                       ［お名前］ 
 
［電話番号］                       ［e−mail］ 
①市民への芸術発信の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
②地元のアーティスとや芸術家発掘、紹介の場 （ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
③アーティストや芸術家の発表の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
④教育の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑤人材と産業の交流の結節点（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑥創造都市政策における事業の実践の場（ビエンナーレ会場など）（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑦市民の交流の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑧NPOや市民の連携の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑨地域芸術や地場産業の継承、発信の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑩市外、国外への芸術の発信の場（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
⑪その他（ 3 ・ 2 ・ 1 ） 
（内容：                                      ） 















































①よく知っている ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○



























①地域や市民への啓発 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○
②域内アーティストや人材との連携　 ー ○ ○
③地元創造産業のとの連携　 ー
④地元教育機関などとの連携・協働 ー ○ ○
⑤地域の知名度の向上　 ー


























①企業(地元・外部) ○ ○ ○ 地 地 地 ○ ○
②大学等研究機関(地元・外部) ○ ○ ○ 地 地 ○ ○ ○
③NPO(地元・外部) ○ 地 地 ○ ○
④ボランティア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑤作家・アーティスト ○ ○ ○ ○ ○
⑥他の文化施設(具体内容は別表) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑦協働関係はない


























①予算の確保 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
②人材の確保 ○ ○ ー ○ ○ ○ ○
③美術館内の担当課間調整 ー ○ ○
④専門的知識やノウハウの取得 ○ ー ○ ○
⑤アーティストや専門家等との協力確保 ー




⑩住民への周知 ○ ー ○ ○


























定量的指標 なし ○ ○ ー なし ※ ○ ○ ○ ○ ○ なし ○


























①今後、より連携して取り組みたい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
②今後は連携していく予定
③連携は難しい





























①市民への芸術発信の場 3 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
②地元のアーティスとや芸術家発掘、紹介の場　 3 2 3 3 3 3 2 2 3 2 3 3 3
③アーティストや芸術家の発表の場 3 2 3 3 3 3 1 3 2 1 1 3 3
④教育の場 3 2 3 2 3 3 3 2 3 3 3 3 3
⑤人材と産業の交流の結節点 3 2 1 2 2 3 1 1 3 1 1 2 2
⑥創造都市政策における事業の実践の場 3 2 3 2 1 2 2 1 2 2 1 3 2
⑦市民の交流の場 3 3 2 3 3 2 1 2 1 2 2 2 3
⑧NPOや市民の連携の場 3 2 2 2 2 3 1 2 1 2 2 2 2
⑨地域芸術や地場産業の継承、発信の場 3 2 2 3 3 3 1 1 2 2 3 2 2
⑩市外、国外への芸術の発信の場 3 2 3 3 3 3 3 1 2 3 2 3 2
































































































































































兵庫県立大学 大学院 環境人間学研究科 
都市計画研究室:立花 晃                       
      








           〈本調査に関するお問い合わせ先〉 
兵庫県立大学環境人間学研究科 
担当：立花 晃（大学院 博士後期課程）  


















2. 上記 1.の主管部署で創造都市政策に関する施策や事業を担当されている方の中で、文化政策  










 ① 予算の確保 ② 担当職員の確保 ③ 部局間調整・連携関係の構築 ④ 専門的知識や 
    ノウハウの取得 ⑤ アーティストや専門家等の協力確保 ⑥ 文化・芸術団体との連携 
 ⑦ NPO やボランティアとの連携 ⑧ 文化施設等との連携 ⑨ 地元経済界の理解 
 ⑩ 住民への周知 ⑪ その他（具体的に：                                  ） 
 
5. 上記 4.で感じておられる困難さを乗り越えるためにどのような工夫や取り組みをしておられ  







 ① 独立型（既存の事業とは独立して、新規体系として展開）  
② 連携型（既存の他の事業と連携しつつ、一定の独立性をもった新規体系として展開）  
③ 統合型（既存の事業を重要な要素としてとりこみ、それらの関連づけ･方向づけに 
  ウェイト置きながら、一定の新規事業も展開）  







7. 貴市の政策方針の中で創造都市に関する事業はどのように位置づけられていますか (複数 
  可) 。 
 ① 総合計画の中に位置づけられている  
 ② 本年度の施政方針で重点政策とされている  
 ③ 重点事業のひとつとして採択されている  
 ④ その他（                                   ） 
 






9. 主管部署以外で、創造都市政策に関係する事業の企画・実施に関与している主な行政部署  








    の団体･組織等は地域におよそどれくらいありますか。          約       団体 
 
11. 上記 10.の中でも特に関係の強い、または活発に活動を行っている団体・組織等の名前を   











12. 文化芸術創造都市事業の基幹部分は、行政とその他の地域主体のどのような関係の中で企  
  画･運営されていますか (一つ)。 
 
 ① 政主導型（主に行政が方針を考え、地域主体が協力して運営している）  
 ② 地域主導型（主に地域主体が企画･運営し、行政がそれを支援している）  
③ 官民共同型（行政と地域主体が共同する組織･機関を設置しそこが企画･運営している）  
④ その他（                                  ）  
 
13. 平成 25 年度、及び本年度の創造都市政策に関する事業と、それに関連する文化事業 
   の合計予算額はそれぞれおよそいくらですか。また予算全体に占める比率は何％ですか。  
 
25 年度 ①合計予算額        千円 ②比率             ％ 















































［部署名］                       ［お名前］ 
 
［電話番号］                       ［e−mail］ 
〈 ユネスコ創造都市ネットワークに関する質問 〉 
1. 創造都市ネットワークへの認定・登録に関し、市民の認知度をどのように捉えておられます  
  か（一つ）。 
 ① 多くの市民に認知されていると思う ② 比較的認知されている方である ③ それほど 
   認知されていないと思う 



























































［部署名］                       ［お名前］ 
 
［電話番号］                       ［e−mail］ 
〈 創造都市ネットワーク日本に関する質問 〉 
1. 創造都市ネットワーク日本への登録に関し、市民の認知度をどのように捉えておられます  
  か（一つ）。 
 ① 多くの市民に認知されていると思う ② 比較的認知されている方である ③ それほど 
   認知されていないと思う 


































































札幌市 ③部局間調整・連携関係の構築　⑨ 地元経済界の理解　⑩ 住民への周知
鶴岡市 ①予算の確保　③部局間調整・連携関係の構築
金沢市 ①予算の確保
浜松市 ②担当職員の確保　③ 部局間調整・連携関係の構築　④ 専門的知識やノウハウの取得





















































































































































































































































































































ヒアリング実施日時：2011 年 10 月 28 日 13 時〜18 時 30 分 











  関わっておられると思われますが、それらの概念は、サイバースペース上にどのよう 
  な空間を形成しているのですか。また、どのようにあるべきだとお考えですか 
 b.クリエイティブ・コモンズの活動は、ひとつには実社会における法体系、あるいは経 
  済の文脈（メイン・ヘゲモニー）に対するひとつのオルタナティブ（あるいはオルタ  
  ナティブな空間）というものを目指されていると思うのですが、それはどのような戦  
  略的目的があっての事なのでしょうか 
 c.クリエイティブ・コモンズは組織的にライセンスを体系化し、わかりやすい条文とシ 
  ンプルなマークで表されるライセンスレベルを自由に組み合わせて設定できるように 
  なっていますが、現状 
  主にどのような活動に利用されているのでしょうか 
 d.レッシグ氏らの著書の中で、あまり多数のライセンスの乱立は使用者の間での擦り合 
  わせや利便性の問題からあまり好ましくないとの記述がありました。例えばオルタナ 
  ティブとしてコンセプトの一部が類似する“dマーク”等の、ほかのライセンスも含め 
  てどの程度のオルタナティブが遍在する状態が好ましいとお考えですか 
 e.ライセンス NPO としてのクリエイティブ・コモンズが今後担っていくべき社会的、政 
  治的役割（自律空間として、またそこでのポリティクスとして）と、目指すべき方向 
  性についてお聞かせください 
  
 f.クリエイティブ・コモンズが目指す多元性とはどのようなものですか、また、そうし 
  た多元性を担保するにはこうしたインフラ（情報的・物質的・人的）が、自律的な空 
  間において“ある”事が必要であると思われますが、これを担保するにはどのような 





  といった、新たな技術や知識、コンテンツを用いて活動するエージェントたちが、今 
  後、どのような形でライセンスを運用していく事が望ましいでしょうか 
 b.そうした主体たちが、今後どのような空間を形成し、実社会や都市の中でどのような 
  役割を果たす（あるいは果たすべきである）とお考えでしょうか 
 c.クリエイティブ・コモンズのコンセプトは、その性質上作家個人や一つ一つの作品、 
  のみならず、より拡大された、参加を伴うアソシエイションとしての創造的人材やア 
  クティビストというものにより重点を置かれているように感じるのですが、今後ます 
  ます生み出されるであろうそのようなアソシエーションによる集合知や集合的作品を 
  どのように位置づけておられますか 
 d.ポスト・フォーディズム社会における新たな生産主体として、クリエイティブ・クラ 
  スあるいは創造都市といった議論が国際的にも、我が国においても叫ばれていますが、 
  彼らは、消費空間から脱し、多元性を希求するような自立空間の形成主体となりうる 
  でしょうか 
 e.クリエイティブ・クラスがそうした主体として活動するために未だ不十分である点、 
  あるいはコミットメントすべき点（ライセンスも含めて）があればお聞かせください 
 f.デジタル技術のもたらした生産や消費の形態の多様化によってアマチュアとプロフェ 
  ッショナルという領域の境界は曖昧になり、中間的なアーティストはさらに増大しま 
  した、彼らが今後、自らの作品や活動に自立性を与え、様々な形でオルタナティブな 
  自立空間を形成するためにはどのような事が必要だとお考えですか 
 g.一方、全ての人々がアーティストたりうるという議論（梅田望夫：2006,2007 など）す   
  なわち総表現社会についての言説にはある種の限界もあると感じるのですが、彼らの 
  活動が自律性を担保し、いきすぎた消費と私有化の文脈に陥らないようにするにはど 








  スは従来、生産や消費の文脈でとらえられていたものにどのような変化をもたらす、 
  あるはもたらされるべきであるとお考えでしょうか 
 b.都市社会学者カステルによれば、都市におけるフローの空間とは、「特定地域への集 
  中配置などおかまいなしに、さまざまな場所のあいだに社会過程、経済過程、国家過 
  程といった基礎的過程を構築している情報、資本、権力の交換システムを指している」 
  と説明しています。すなわち「ネットワークのシステム化＝サイバースペース」がフ 
  ローの空間であると述べています。コモンズの活動も主にサイバー空間のネットワー 
  クにおける活動が主であると思われますが、これが実際の空間や都市における諸活動 
  にどのような変化をもたらしていくとお考えですか 
 c.b と関連して、一つのフローの空間、さらには自律空間としてのクリエイティブ・コモ 
  ンズの活動は、この、都市空間の重層性の中で、どのようにリアルスペースとしての 
  都市や、そこでの活動主体たちに影響をもたらしていくと思われますか 
 d.サイバー空間のみならず、実際の都市空間においてアクティビストたちが労働、生産 
  中心社会を超えて、新たな共同社会、あるいは多元主義を実現のための課題とはなん 




















ヒアリング実施日時：2011 年 10 月 14 日１3 時〜18 時 30 分 
場所：国際大学 GLOOCOM 
 
【インフラとしての CC ライセンスと、それを整備する 
NPO という主体（agent）としての CCJP についての質問】 
 








 （CC 本部はレッシグという強力なリーダーが牽引しているわけですが…）また、その理由、 
  課題、何が足りないのかなどお聞かせください 
4.CCJP は CC 本部とどこまで一体で、CCJP の独自性の部分は特にどのあたりに現れています
か？ 
…ライセンス、理念、実践…あるいは CCJP の独立性、または各 CC の独立性とコンパチビリテ 
 ィの関係、各国ユーザーのニーズと各 CC のコンパチビリティのバランスなど… 
5.CCJP がメジャーになってゆくことでその理念や実践に変化はありましたか？ 













 般に反社会的とされているもの）への CCJP の関心についてはどうでしょうか？ 
11.近年のわが国の著作権に関する政策的締め付け（特に民主党政権以降）に対してどのように 
 思われますか？ 
12.わが国の NPO の一般的な課題として、人材と資金の不足が先行研究でもしばしば指摘されて 




































  ば）反社会的な実践から生まれたコンテンツや著作物などについてはどういったお立場で 
  しょうか？（また、その作品が社会的インパクトやエフェクトを持っていたり、優れた作 
  品であれば特に…） 
 ex：海上保安庁の流出ビデオが CC ライセンスで発表、など 
23.（上記のような領域でこそむしろ発揮されると思われます）CC の理念から見てポルノ画像や 





 NPO として、作品と作者の同一性をどうお考えでしょうか？ 
 ex：実際に表示ーライセンスを 97％のユーザーが採用し、ver.up の際に必須とされたという 














「知識資本共有のための集約、管理主体である CCJP の NPO としての組織的課題及び社会  
 的役割」 
 
ⅰ. NPO としての CCJP の役割について（一般的な NPO の特徴から） 
 










































ⅱ. NPO セクターの日米の位置づけの違いと特徴から、CCJP という組織について 
 















れについては CC の他の国のチームでも同様であり、現状では世界的な傾向。他の国の CC
  
では、大学のプロジェクトの一環としてや、複数の大学から専門家が集まって兼業的に運
営され、法人格を持っていないケースも多いが、CCJP は独立専業的に CCJP だけを運営す
る組織となっている。もう一つの大きな違いは、市民団体や NPO 等への寄付の多寡がある。
特にアジア地域では、その違いのために比較的シヴィックセクターが弱といわれており、



































渡辺氏「CC の黎明期、最初期の頃は理念的に牽引していたのは HQ が中心だった。しかし
i コモンズサミットを重ねるうち、知識資本や情報の共有は世界的な命題であり、もはやこ
れは、アメリカ一国ではなくグローバルな問題だという認識が共有された。その意味で、




























































・注 a.：アメリカでは 501 条 C 項 3 号で寄付金控除が認められる団体は順調に数を延ばし 































































srchitecture and engineering occupations




buisiness and final operations occupations
legal occupations
helthcare pracitioners and technical occupations


















































































英国 DCMS 定義創造産業 13分野 
























































































































・日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂版） 































人口 1,000人当たりの新しい芸術作品の委嘱件数と委嘱に支出した金額 音楽、 ダンス 振付、パブリックアート、文学、 脚本 など
地方自治体の運営・実施する個々の文化施設や文化事業、芸術サービスに対する利用者の満足度 -





















































R・Florida の Creativity Index 
Florida（2002）より 
R・Florida の International Creativity Index 
英国芸術評議会による文化政策評価指標 
「Arts Council England（2003）Local Performance Indicators for the Arts, March 2003」より 
Florida（2005）より 
  
基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 全国 01-100 札幌市 03-100 盛岡市 04-100 仙台市 06−203鶴岡市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率（％：元） 0.03149441 0.037825606 0.039909769 0.041664993 0.022624301
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（％：元） 0.0601381 0.050854304 0.066083902 0.071692164 0.043967706
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（％：元） 0.03671082 0.003252079 0.003227774 0.005311734 0.06209057
移動人口率（%：元） 0.23 1.73760662 −0.797350588 2.034871811 −4.04610068
外国人登録者率（%：元） 0.01286952 0.003590717 0.003489213 0.007036423 0.005086991
歳出総額に占める民生費の割合（％：元） 0.32137273 0.334082708 0.281460718 0.246075817 0.244896904
歳出総額に占める体育施設費の割合（％：元） 0.00006639927 0.005866273 0.00534546 0.004902207 0.008204585
歳出総額に占める社会教育費の割合（％：元） 0.002107897 0.008371237 0.036254746 0.023600451 0.024634619
直近の市長選挙投票率（%：元） ｰ 58.54 無投票 44.72 73.85%
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数（団体） 0.00036284 0.0460924 0.44578814 0.395798796 0.278137
(人口) 1 人当たり可住地面積（K㎡） 9.48136425 0.05858864 0.079662005 0.032378062 0.002915541
(人口) 1 人当たり森林面積（ha） 0.1958606 0.229970029 0.217269765 0.042532118 0.665158867
(人口) 1 人当たり都市公園数（箇所） 0.000779916 0.001381206 0.001478139 0.001494283 0.000629469
(人口) 1 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 0.396234 0.450631158 0.436543901 0.429774394 0.382732043
非水洗化人口率（％：元） 0.07796506 0.005133404 0.081884242 0.012612979 0.083624279
下水道普及率（％：元） 75.1 99.7 82.7 97.8 0.73
ゴミのリサイクル率（%：元） 20.3 14.9 16.8 16.9 17.90
基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 14-100 横浜市 15-100 新潟市 17-201 金沢市 22-130 浜松市 23-100 名古屋市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率（％：元） 0.03266208 0.030176362 0.040704125 0.026599955 0.056631185
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（％：元） 0.045659898 0.038935374 0.102205852 0.036289466 0.060086735
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（％：元） 0.026893766 0.015144202 0.019858941 0.074838986 0.033837273
移動人口率（%：元） 3.049059846 −0.239111283 1.705649055 -0.393765422 2.204543259
外国人登録者率（%：元） 0.014375782 0.005041911 0.009165997 0.022684194 0.023183505
歳出総額に占める民生費の割合（％：元） 0.319846854 0.244377964 0.2945301 0.242059562 0.274892832
歳出総額に占める体育施設費の割合（％：元） 0.001596642 0.012859873 0.008699169 0.009024006 0.00470038
歳出総額に占める社会教育費の割合（％：元） 0.018654558 0.027088869 0.033463612 0.023922649 0.01556975
直近の市長選挙投票率（%：元） 68.76 31.04 35.93 無投票 54.14
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数（団体） 0.388747152 0.113273708 0.352538 0.116124295 0.359115753
(人口) 1 人当たり可住地面積（K㎡） 0.010789495 0.082464491 0.041242665 0.049696203 0.0138836
(人口) 1 人当たり森林面積（ha） 0.001032321 0.006722548 0.059111819 0.127179827 0.000503557
(人口) 1 人当たり都市公園数（箇所） 0.000698064 0.00150457 0.001159267 0.000621826 0.000614869
(人口) 1 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 0.36070612 0.439270517 0.419200581 0.395450674 0.394222962
非水洗化人口率（％：元） 0.002397545 0.059203981 0.010158728 0.055439986 0.003769169
下水道普及率（％：元） 99.8 99.8 95.6 78.1 99
ゴミのリサイクル率（%：元） 27.3 19.4 15.6 18.1 25.3
基本視点の３要素 指標項目 構成要素（単位） 027-100 大阪市 28-100 神戸市 28−221篠山市 37−201高松市 40-100 北九州市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率（％：元） 0.079221435 0.021657168 0.026715972 0.033700578 0.025908894
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）（％：元） 0.029250962 0.065814661 0.058714765 0.123758703 0.042557373
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率（％：元） 0.045981073 0.028816863 0.070261499 0.016052776 0.022439565
移動人口率（%：元） 1.388574531 1.23292817 −4.380594541 0.3118684600 -1.678770036
外国人登録者率（%：元） 0.036271523 0.022041833 0.017886117 0.006198903 0.009989292
歳出総額に占める民生費の割合（％：元） 0.359324462 0.316177483 0.163491991 0.324009215 0.281089514
歳出総額に占める体育施設費の割合（％：元） 0.002305541 0.001789183 0.004643662 0.00821599 0.003343591
歳出総額に占める社会教育費の割合（％：元） 0.008408321 0.008785526 0.022367569 0.020013401 0.012395934
直近の市長選挙投票率（%：元） 60.92 31.51 48.45% 無投票 37.00
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数（団体） 0.593175888 0.483098044 0.716954 0.374318 0.293802707
(人口) 1 人当たり可住地面積（K㎡） 0.008345358 0.020692915 0.003600996 0.000555397 0.029920785
(人口) 1 人当たり森林面積（ha） 0 0.014599145 1.063167427 0.033638589 0.020050243
(人口) 1 人当たり都市公園数（箇所） 0.000366185 0.001033544 0.000641485 0.000371934 0.001675801
(人口) 1 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 0.58237641 0.460163191 0.698011395 0.376821822 0.544588399
非水洗化人口率（％：元） 0.000042021 0.003548763 0.129542281 0.103414403 0.012694938
下水道普及率（％：元） 100 98.7 0.72 0.62 99.8
ゴミのリサイクル率（%：元） 4.9 10.8 16.00 21.60 29.2
人的資本指標












































































基本視点の３要素 指標項目 構成要素：単位 全国 01-100 札幌市 03-100 盛岡市 04-100 仙台市 06−203鶴岡市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率：% 3.15 3.78 3.99 4.17 2.26
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）：% 6.01 5.09 6.61 7.17 4.30
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率：% 3.67 0.33 0.32 0.53 6.20
移動人口率：% 0.23 1.74 −0.80 2.03 −4.05
外国人登録者率：% 1.29 0.36 0.35 0.70 0.51
歳出総額に占める民生費の割合：% 32.1 33.41 28.15 24.61 24.49
歳出総額に占める体育施設費の割合：% 0.0006 0.59 0.53 0.49 0.82
歳出総額に占める社会教育費の割合：% 0.21 0.84 3.63 2.36 2.46
直近の市長選挙投票率：% ー 58.54 無投票 44.72 73.85%
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数：団体 0.36 0.05 0.45 0.40 0.29
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 9581.4 58.59 79.66 32.38 291.55
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 195.9 229.97 217.27 42.53 665.16
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.78 1.38 1.48 1.49 0.63
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 396.2 450.63 436.54 429.77 382.73
非水洗化人口率（%） 7.80 0.51 8.19 1.26 8.36
下水道普及率（%） 75.1 99.7 82.7 97.8 73.00
ゴミのリサイクル率（%） 20.3 14.9 16.8 16.9 17.09
基本視点の３要素 指標項目 構成要素：単位 14-100 横浜市 15-100 新潟市 17-201 金沢市 22-130 浜松市 23-100 名古屋市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率：% 3.27 3.02 4.07 2.66 5.66
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）：% 4.57 3.89 10.22 3.63 6.01
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率：% 2.69 1.51 1.99 7.48 3.38
移動人口率：% 3.05 −0.24 1.71 -0.39 2.20
外国人登録者率：% 1.43 0.50 0.92 2.27 2.32
歳出総額に占める民生費の割合：% 31.98 24.44 29.45 24.21 27.49
歳出総額に占める体育施設費の割合：% 0.16 1.29 0.87 0.90 0.47
歳出総額に占める社会教育費の割合：% 1.87 2.71 3.35 2.39 1.56
直近の市長選挙投票率：% 68.76 31.04 35.93 無投票 54.14
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数：団体 0.39 0.11 0.35 0.12 0.36
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 10.79 82.46 41.24 49.70 13.88
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 1.03 6.72 59.11 127.18 0.50
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.70 1.50 1.16 0.62 0.62
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 360.71 439.27 419.21 395.45 394.22
非水洗化人口率（%） 0.24 5.92 1.02 5.54 0.38
下水道普及率（%） 99.8 99.8 95.6 78.1 99.0
ゴミのリサイクル率（%） 27.3 19.4 15.6 18.1 25.3
基本視点の３要素 指標項目 構成要素：単位 027-100 大阪市 28-100 神戸市 28−221篠山市 37−201高松市 40-100 北九州市
人口に占めるクリエイティブ産業従事者率：% 7.92 2.17 2.67 3.37 2.59
学生の割合（15歳以上の在学者率：高等教育）：% 2.93 6.58 5.87 1.24 4.26
テクノロジー 人口に占めるハイテク産業従事者率：% 4.60 2.88 7.02 1.60 2.24
移動人口率：% 1.39 1.23 −4.38 0.31 -1.68
外国人登録者率：% 3.63 2.20 1.79 0.62 1.00
歳出総額に占める民生費の割合：% 35.93 31.62 16.35 32.40 28.19
歳出総額に占める体育施設費の割合：% 0.23 0.18 0.46 0.82 0.33
歳出総額に占める社会教育費の割合：% 0.84 0.88 2.23 2.00 1.24
直近の市長選挙投票率：% 60.92 31.51 48.45% 無投票 37.00
(人口) 1000人当たりＮＰＯ数：団体 0.59 0.48 0.72 0.37 0.29
(人口) 1000 人当たり可住地面積（ha） 8.35 20.69 360.10 55.54 29.92
(人口) 1000 人当たり森林面積（ha） 0.00 14.60 1063.17 33.64 20.05
(人口) 1000 人当たり都市公園数（箇所） 0.37 1.03 0.64 0.37 1.68
(人口) 1000 人当たり年間ゴミ総排出量（t） 582.38 460.16 698.01 376.82 544.59
非水洗化人口率（%） 0.00 0.35 12.95 10.34 1.27
下水道普及率（%） 100.0 98.7 72.00 62.00 99.8























































































1（14点） 2（13点） 3（12点） 4（11点） 5（10点） 6（9点） 7（8点） 8（7点） 9（6点） 10（5点） 11（4点） 12（3点） 13（2点） 14（1点） 15（0点）
大阪市 名古屋市 仙台市 金沢市 盛岡市 札幌市 高松市 横浜市 全国 新潟市 篠山市 浜松市 北九州市 鶴岡市 神戸市
7.92 5.66 4.17 4.07 3.99 3.78 3.37 3.27 3.15 3.02 2.67 2.66 2.59 2.26 2.17
金沢市 仙台市 盛岡市 神戸市 全国 名古屋市 篠山市 札幌市 横浜市 北九州市 鶴岡市 新潟市 浜松市 大阪市 高松市
10.22 7.17 6.61 6.58 6.01 6.01 5.87 5.09 4.57 4.26 4.30 3.89 3.63 2.93 1.24
浜松市 篠山市 鶴岡市 大阪市 全国 名古屋市 神戸市 横浜市 北九州市 金沢市 高松市 新潟市 仙台市 札幌市 盛岡市
7.48 7.02 6.20 4.60 3.67 3.38 2.88 2.69 2.24 1.99 1.60 1.51 0.53 0.33 0.32
横浜市 名古屋市 仙台市 札幌市 金沢市 大阪市 神戸市 高松市 全国 新潟市 浜松市 盛岡市 北九州市 鶴岡市 篠山市
3.05 2.20 2.03 1.74 1.71 1.39 1.23 0.31 0.23 −0.24 -0.39 −0.80 -1.68 −4.05 −4.38
大阪市 名古屋市 浜松市 神戸市 篠山市 横浜市 全国 北九州市 金沢市 仙台市 高松市 鶴岡市 新潟市 札幌市 盛岡市
3.63 2.32 2.27 2.20 1.79 1.43 1.29 1.00 0.92 0.70 0.62 0.51 0.50 0.36 0.35
1（14点） 2（13点） 3（12点） 4（11点） 5（10点） 6（9点） 7（8点） 8（7点） 9（6点） 10（5点） 11（4点） 12（3） 13（2） 14（1） 15（0）
篠山市 浜松市 新潟市 鶴岡市 仙台市 名古屋市 盛岡市 北九州市 金沢市 神戸市 横浜市 全国 高松市 札幌市 大阪市
16.35 24.21 24.44 24.49 24.61 27.49 28.15 28.19 29.45 31.62 31.98 32.14 32.40 33.41 35.93
新潟市 浜松市 金沢市 鶴岡市 高松市 札幌市 盛岡市 仙台市 名古屋市 篠山市 北九州市 大阪市 神戸市 横浜市 全国
1.29 0.90 0.87 0.82 0.82 0.59 0.53 0.49 0.47 0.46 0.33 0.23 0.18 0.16 0.0006
盛岡市 金沢市 新潟市 鶴岡市 浜松市 仙台市 篠山市 高松市 横浜市 名古屋市 北九州市 大阪市 神戸市 札幌市 全国
3.63 3.35 2.71 2.46 2.39 2.36 2.23 2.00 1.87 1.56 1.24 0.84 0.88 0.84 0.21
鶴岡市 横浜市 大阪市 札幌市 名古屋市 篠山市 仙台市 北九州市 金沢市 神戸市 新潟市 盛岡市 浜松市 高松市 全国
73.85% 68.76 60.92 58.54 54.14 48.45% 44.72 37.00 35.93 31.51 31.04 無投票 無投票 無投票 ー
篠山市 大阪市 神戸市 盛岡市 仙台市 横浜市 高松市 名古屋市 全国 金沢市 鶴岡市 北九州市 浜松市 新潟市 札幌市
0.72 0.59 0.48 0.45 0.40 0.39 0.37 0.36 0.36 0.35 0.29 0.29 0.12 0.11 0.05
1（14点） 2（13点） 3（12点） 4（11点） 5（10点） 6（9点） 7（8点） 8（7点） 9（6点） 10（5点） 11（4点） 12（3） 13（2） 14（1） 15（0）
全国 篠山市 鶴岡市 新潟市 盛岡市 高松市 札幌市 浜松市 金沢市 仙台市 北九州市 神戸市 名古屋市 横浜市 大阪市
9581.4 360.10 291.55 82.46 79.66 55.54 58.59 49.70 41.24 32.38 29.92 20.69 13.88 10.79 8.35
篠山市 鶴岡市 札幌市 盛岡市 全国 浜松市 金沢市 仙台市 高松市 北九州市 神戸市 新潟市 横浜市 名古屋市 大阪市
1063.17 665.16 229.97 217.27 195.9 127.18 59.11 42.53 33.64 20.05 14.60 6.72 1.03 0.50 0.00
北九州市 新潟市 仙台市 盛岡市 札幌市 金沢市 神戸市 全国 横浜市 篠山市 鶴岡市 浜松市 名古屋市 大阪市 高松市
1.68 1.50 1.49 1.48 1.38 1.16 1.03 0.78 0.70 0.64 0.63 0.62 0.62 0.37 0.37
横浜市 高松市 鶴岡市 名古屋市 浜松市 全国 金沢市 仙台市 盛岡市 新潟市 札幌市 神戸市 北九州市 大阪市 篠山市
360.71 376.82 382.73 394.22 395.45 396.2 419.21 429.77 436.54 439.27 450.63 460.16 544.59 582.38 698.01
大阪市 横浜市 神戸市 名古屋市 札幌市 金沢市 仙台市 北九州市 浜松市 新潟市 盛岡市 鶴岡市 高松市 篠山市 全国
0.00 0.24 0.35 0.38 0.51 1.02 1.26 1.27 5.54 5.92 8.19 8.36 10.34 12.95 7.80
大阪市 横浜市 新潟市 北九州市 札幌市 名古屋市 神戸市 仙台市 金沢市 盛岡市 浜松市 全国 鶴岡市 篠山市 高松市
100.0 99.8 99.8 99.8 99.7 99.0 98.7 97.8 95.6 82.7 78.1 75.1 73.0 72.0 62.0
北九州市 横浜市 名古屋市 高松市 全国 新潟市 浜松市 鶴岡市 仙台市 盛岡市 篠山市 金沢市 札幌市 神戸市 大阪市






















点数／都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
総合 103 96 119 132 111 125 115 131 120 132 98 96 113 91 97
HC指標 40 29 25 44 21 43 18 46 35 57 49 38 35 23 22
SC指標 9 11 42 36 37 20 39 36 38 27 19 21 41 27 18
EC指標 54 56 52 52 53 62 58 49 47 48 30 37 37 41 57
順位 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
都市 仙台 名古屋 金沢 横浜 浜松 盛岡 新潟 篠山 鶴岡 全国 大阪 北九州 札幌 神戸 高松
点数（総合） 132 132 131 125 120 119 115 113 111 103 98 97 96 96 91
都市 名古屋　 大阪 金沢 仙台 横浜 全国 神戸　 浜松 篠山 札幌 盛岡 高松 北九州 鶴岡 新潟
点数（HC指標） 57 49 46 44 43 40 38 35 35 29 25 23 22 21 18
都市 盛岡 篠山 新潟 浜松 鶴岡 仙台 金沢 名古屋 高松 神戸 横浜 大阪 北九州 札幌 全国
点数（SC指標） 42 41 39 38 37 36 36 27 27 21 20 19 18 11 9
都市 横浜 新潟 北九州 札幌 全国 鶴岡 盛岡 仙台 金沢 名古屋 浜松 高松 神戸 篠山 大阪
点数（EC指標） 62 58 57 56 54 53 52 52 49 48 47 41 37 37 30
 


































業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 14872 380 59 243 8 331 98 72 110 708 1494 178 0 88 92
②建築設計 160508 1387 243 858 69 1372 467 431 381 1571 2666 684 14 277 366
③工芸・美術・骨董品・生活文化 211321 2368 574 1643 233 4386 1406 1172 1389 4469 5742 2985 93 833 1627
④デザイン 10587 162 21 89 6 241 53 80 68 434 1393 145 0 46 63
⑤映画・映像・写真 62524 829 185 541 90 1288 394 286 402 1522 2488 829 10 271 557
⑥音楽 149200 1808 359 1214 172 3206 1109 781 1150 3570 3765 1852 37 585 994
⑦舞台芸術 5974 291 21 41 4 155 51 27 36 107 309 85 0 17 18
⑧芸術家、学術・文化団体 1757 16 6 24 3 30 8 9 4 22 69 22 2 7 4
⑨出版 13390 182 40 127 9 220 58 60 49 352 816 107 4 51 56
⑩コンピュータ・ソフトウェア 91014 1581 269 991 76 2722 540 445 635 2774 4845 1223 14 378 643
⑪テレビ・ラジオ 1931 24 10 28 2 28 13 16 10 44 108 16 0 15 11
合計（重複産業含まず） 600391 7896 1438 4714 537 11311 3237 2715 3307 12730 26718 6529 138 2086 3651
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 159832 3397 582 2326 30 3037 733 495 762 8137 17156 1228 0 757 933
②建築設計 355208 11560 1602 6908 345 7702 3580 2701 1854 12839 21928 3578 58 1616 2064
③工芸・美術・骨董品・生活文化 929606 13478 2508 7914 977 23548 6006 4463 5461 20814 28162 13927 465 3393 7210
④デザイン 47163 670 69 430 24 974 266 245 301 2135 6034 416 0 128 300
⑤映画・映像・写真 435789 6286 1181 3774 482 11006 2766 2333 2749 12847 12514 5169 32 1788 3004
⑥音楽 725686 11674 1692 6628 832 21053 4441 3097 5563 21887 26580 10462 164 2839 5649
⑦舞台芸術 57089 1554 137 519 31 1662 415 119 316 1936 3493 805 0 129 80
⑧芸術家、学術・文化団体 8360 36 16 119 26 197 23 12 7 74 403 175 3 13 62
⑨出版 187460 3327 541 1626 103 1967 1011 1048 493 6199 12224 1335 4 538 799
⑩コンピュータ・ソフトウェア 1552295 25731 4468 17316 583 63366 7800 5828 7120 53284 96755 17088 92 4517 8554
⑪テレビ・ラジオ 71009 1642 565 1206 7 778 664 652 183 2695 4721 899 0 449 437
合計（重複産業含まず） 4033091 72381 11907 43581 3091 120483 24509 18820 21303 128207 211150 33443 708 14135 25309
域内全産業従事者数に占める創造産業従事者数の割合（%） 6.61 8.06 7.49 7.75 4.84 7.95 6.04 6.99 5.34 8.36 8.77 4.37 4.01 6.23 5.28
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
① 化学工業 10021 52 3 33 8 195 23 23 26 191 682 109 4 31 85
② はん用機械器具製造業 27069 125 7 35 21 541 78 106 262 962 1543 342 10 66 182
③電気機械器具製造業 320 2 7 66 21 533 75 83 270 486 829 144 11 41 137
④情報通信機械器具製造業 4608 23 2 16 8 241 12 8 35 70 127 30 3 6 14
⑤ 電子部品・デバイス製造業 11104 13 2 21 38 326 49 15 90 118 200 41 6 10 41
⑥ 輸送用機械器具製造業 21087 27 5 15 14 448 105 23 763 691 368 285 9 40 57
⑦ 業務用機械製造業 11871 41 3 33 9 314 31 27 55 307 397 80 2 15 39
⑧ 器具製造業生産用機械 41640 50 8 64 38 918 159 284 523 1388 1607 316 12 88 166
⑨その他製造業 35612 312 52 154 39 500 135 151 400 791 1405 282 12 133 152
合計 163332 645 89 437 196 4016 667 720 2424 5004 7158 1629 69 430 873
域内全産業事業所数に占めるハイテク産業事業所数の割合（%） 2.72 0.81 0.57 0.90 2.62 3.27 1.72 2.53 6.15 3.79 3.42 2.22 3.14 1.77 1.83
業種/都市 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
① 化学工業 483668 623 75 764 260 5219 1301 387 527 4830 43290 4795 332 555 4490
② はん用機械器具製造業 435291 1172 32 268 523 8802 1005 766 2465 7288 15209 11159 209 662 1967
③電気機械器具製造業 585573 877 79 789 1252 11264 1466 1236 5654 9079 13693 5367 314 972 3174
④情報通信機械器具製造業 330878 143 22 374 340 18194 169 806 2234 3074 5376 4022 153 71 349
⑤ 電子部品・デバイス製造業 575548 144 117 1194 3369 10098 1550 331 2858 1719 4267 983 159 1411 2520
⑥ 輸送用機械器具製造業 1051191 386 175 227 1427 24609 3133 187 34700 21826 8065 8484 287 728 2093
⑦ 業務用機械製造業 295401 419 20 386 165 6928 453 644 1268 8337 6317 2346 132 328 560
⑧ 器具製造業生産用機械 654864 1061 87 588 647 10231 2367 4089 2465 15701 16325 4422 150 1442 6013
⑨その他製造業 288677 1398 356 966 500 3860 856 736 7765 4750 10012 2921 126 564 754
合計 4701091 6223 963 5556 8483 99205 12300 9182 59936 76604 122554 44499 1862 6733 21920








































都市名 全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
域内全産業従事者数に占める創造産業従事者数の割合（%） 6.61 8.06 7.49 7.75 4.84 7.95 6.04 6.99 5.34 8.36 8.77 4.37 4.01 6.23 5.28
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 10.00 9.87 9.28 9.73 7.19 9.20 8.34 9.55 8.39 9.63 12.76 8.89 6.28 8.59 7.66
域内全産業従事者数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 7.71 0.69 0.60 0.99 13.29 6.55 3.03 3.41 15.02 4.99 5.09 5.81 10.56 0.92 4.58
域内全産業事業所数に占めるハイテク産業事業所数の割合（%） 2.72 0.81 0.57 0.90 2.62 3.27 1.72 2.53 6.15 3.79 3.42 2.22 3.14 1.77 1.83
都市名 大阪 名古屋 札幌 横浜 仙台 盛岡 金沢 全国 高松 新潟 浜松 北九州 鶴岡 神戸 篠山
域内全産業従事者数に占める創造産業従事者数の割合（%） 8.77 8.36 8.06 7.95 7.75 7.49 6.99 6.61 6.23 6.04 5.34 5.28 4.84 4.37 4.01
都市名 大阪 全国 札幌 仙台 名古屋 金沢 盛岡 横浜 神戸 高松 浜松 新潟 北九州 鶴岡 篠山
域内全産業事業所数に占める創造産業事業所数の割合（%） 12.76 10.00 9.87 9.73 9.63 9.55 9.28 9.20 8.89 8.59 8.39 8.34 7.66 7.19 6.28
都市名 浜松 鶴岡 篠山 全国 横浜 神戸 大阪 名古屋 北九州 金沢 新潟 仙台 高松 札幌 盛岡
域内全産業従事者数に占めるハイテク産業従事者数の割合（%） 15.02 13.29 10.56 7.71 6.55 5.81 5.09 4.99 4.58 3.41 3.03 0.99 0.92 0.69 0.60
都市名 浜松 名古屋 大阪 横浜 篠山 全国 鶴岡 金沢 神戸 北九州 高松 新潟 仙台 札幌 盛岡




































H22年度　市 域内全産業事業所数A〜R（S公務員除く） 域内全産業従事者数A〜R（S公務員除く） H22年度 人口　平成22年(a)
全国 6,002,730 60,991,824 全国 128057352
01-100 札幌市 80,013 897,612 01-100 札幌市 1913545
03-201 盛岡市 15,504 159,200 03-201 盛岡市 298348
04-100 仙台市 48,444 562,136 04-100 仙台市 1045986
06−203鶴岡市 7,470 63,839 06−203鶴岡市 136623
14-100 横浜市 122,934 1,515,104 14-100 横浜市 3688773
15−100新潟市 38,794 405,842 15−100新潟市 812192
17-201 金沢市 28,431 269,156 17-201 金沢市 462361
22-130 浜松市 39,406 399,057 22-130 浜松市 800866
23-100 名古屋市 131,927 1,500,706 23-100 名古屋市 2263894
27-100 大阪市 209,338 2,407,733 27-100 大阪市 2665314
28-100 神戸市 73,421 765,346 28-100 神戸市 1544200
28−221篠山市 2,196 17,632 28−221篠山市 26501
37−201高松市 24,290 226,534 37−201高松市 419429
40-100 北九州市 47,654 478,939 40-100 北九州市 976846
22年度　県 全産業事業所数A〜R（S公務員除く） 全産業従事者数A〜R（S公務員除く） H22年度 歳出総額（千円）
全国 6,043,300 62,860,514 01-100 札幌市 826,666,999
01北海道 258,041 2,535,263 03-201 盛岡市 107,057,760
03岩手県 67,230 605,948 04-100 仙台市 432,281,213
04宮城県 110,209 1,120,793 06−203鶴岡市 63,553,000
06山形県 63,651 531,705 14-100 横浜市 1,516,774,984
14神奈川県 315,002 3,694,587 15−100新潟市 357,787,103
15新潟県 129,572 1,169,751 17-201 金沢市 165,453,266
17石川県 68,035 609,917 22-130 浜松市 275,688,865
22静岡県 194,589 1,933,029 23-100 名古屋市 1,030,510,544
23愛知県 344,523 4,006,646 27-100 大阪市 1,669,763,066
27大阪府 449,766 4,894,353 28-100 神戸市 803,217,769
28兵庫県 242,915 2,444,525 28−221篠山市 25,285,000
37香川県 53,355 476,772 37−201高松市 146,923,000
40福岡県 231,566 2,421,726 40-100 北九州市 533,022,096
 H22年度 高校生 大学生+大学院生+短期大学 計
01-100 札幌市 33690 63622 97312
03-201 盛岡市 6989 12727 19716
04-100 仙台市 16770 58219 74989
06−203鶴岡市 5156 851 6007
14-100 横浜市 74288 94141 168429
15−100新潟市 16723 14900 31623
17-201 金沢市 10614 47256
22-130 浜松市 16402 12661 29063
23-100 名古屋市 32659 103371 136030
27-100 大阪市 42623 35340 77963
28-100 神戸市 22876 78755 101631
28−221篠山市 1556 0 1556
37−201高松市 11151 7032 18183




































歳出総額（千円） 民生費全体（千円） 社会福祉費（千円） 老人福祉費（千円） 児童福祉費（千円） 生活保護費（千円） 体育施設費（千円） 社会教育費（千円） 市長選挙投票率（％） NPO数
札幌市 826,666,999 276175150 61,078,140 42,480,369 61,717,126 110,899,515 4,846,523 6,920,226 58.54（H23年4月10日） 882





仙台市 432,281,213 106373953 27,550,955 19,219,208 36,749,764 22,852,106 2,119,132 10,202,032 44.72（H21年7月26日） 414
鶴岡市 63,553,000 15,563,933 3,905,501 4,345,251 5,773,217 1,512,861 521,426 1,565,604 73.85％（2009/10/12） 38
横浜市 1,516,774,984 485135708 166,629,152 79,439,500 130,013,237 108,963,726 2,421,747 28,294,768 68.76（H21年8月30日） 1434
新潟市 357,787,103 87435284 18601183 19692096 34488095 14653910 4601097 9692048 平成22年11月14日 92
金沢市 165,453,266 48730967 11,836,747 10,129,015 19,763,474 7,001,731 1,439,306 5,536,664 35.93（H22年11月28日） 163
浜松市 275,688,865 66733126 16,659,262 16,371,826 24,624,953 9,061,170 2,487,818 6,595,208 無投票（H23年4月10日）
（前回66.86H19年4月8日）
93
名古屋市 1,030,510,544 283279962 72,456,666 48,498,294 93,560,896 68,721,250 4,843,792 16,044,729 54.14（H23年2月6日） 813
大阪市 1,669,763,066 599986717 118,146,743 72,640,351 120,610,690 288,550,352 3,849,708 14,039,905 60.92（H23年11月27日） 1581
神戸市 803,217,769 253959373 74,202,237 40,707,919 61,042,200 77,799,466 1,437,104 7,056,691 31.51（H21年10月25日） 746
篠山市 25,285,000 4,133,895 1,365,299 1,179,886 1,279,651 308,164 117,415 565,564 48.45%（2011/02/13） 19
高松市 146,923,000 47,604,406 11,179,548 9,500,915 16,336,677 10,587,266 1,207,118 2,940,429 無投票（2011/04/24） 157
北九州市 533,022,096 149826922 36,712,438 26,765,074 46,904,635 39,415,811 1,782,208 6,607,307 37.00（H23年1月23日） 287
民生費
 
人口　平成22年　(a) 平成17年〜22年の人口増減率（％） 2) 外国人人口（平成22年度時点）（人） ゴミのリサイクル率（2007）（％） ゴミ総排出量（2007）（t）
全国 128057352 0.226471428 1648037 20.3 50820000
札幌市 1913545 1.73760662 6871 14.9 862303
盛岡市 298348 -0.797350588 1041 16.8 130242
仙台市 1045986 2.034871811 7360 16.9 449538
鶴岡市 136623 −4.04610068 695 17.90 52290
横浜市 3688773 3.049059846 53029 27.3 1330563
新潟市 812192 −0.2% 4095 19.4 356,722
金沢市 462361 1.705649055 4238 15.6 193822
浜松市 800866 -0.393765422 18167 18.1 316703
名古屋市 2263894 2.204543259 52485 25.3 892479
大阪市 2665314 1.388574531 96675 4.9 1552216
神戸市 1544200 1.23292817 34037 10.8 710584
篠山市 26501 −4.380594541 474 16.00 18498
高松市 419429 0.3118684600 2,600 21.60 158050
北九州市 976846 -1.678770036 9758 29.2 531979
非水洗化人口（2007年）（人） 都市公園数（2008）（箇所） 森林（林野）面積割合（2010）（％） 下水道普及率（2011）（％） 可住地面積（2009）（K㎡）
全国 9984000 99874 65.70% 75.1 12214658ha
札幌市 9823 2643 68090ha（61％） 99.7 440.58
盛岡市 24430 441 64822ha（73％） 87.2 237.67
仙台市 13193 1563 44488ha（57％） 97.8 338.67
鶴岡市 11425 86 90,876 ha(14.0%） 0.73 398.33
横浜市 8844 2575 3808ha（9％） 99.8 398.00
新潟市 48,085 1222 5460ha （0.7%） 77.10% 669.77
金沢市 4697 536 27331ha（58％） 95.6 190.69
浜松市 44400 498 101854ha（67％） 78.1 485.78
名古屋市 8533 1392 1140ha（3％） 99 314.31
大阪市 112 976 0ha（0％） 100 222.43
神戸市 5480 1596 22544ha（41％） 98.7 319.54
篠山市 3433 17 28,175 ha(5.0%） 0.72 95.43
高松市 43375 156 14,109 ha(16.1%） 0.62 232.95




































業種/都市 全国 札幌 盛岡  仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松  名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 14872 380 59 243 8 331 98 72 110 708 1494 178 0 88 92
　731 広告業 11540 278 48 190 6 264 78 67 76 568 1053 134 0 65 76
　415 広告制作業 3332 102 11 53 2 67 20 5 34 140 441 39 0 23 16
②建築設計 160508 1387 243 858 69 1372 467 431 381 1571 2666 684 14 277 366
　742 土木建築サービス業 60508 1387 243 858 69 1372 467 431 381 1571 2666 684 14 277 366
　（74A 建築設計業） 47072 1041 181 663 53 1111 341 352 310 1353 2404 587 9 233 293
③工芸・美術・骨董品・生活文化 211321 2368 574 1643 233 4386 1406 1172 1389 4469 5742 2985 93 833 1627
　327 漆器製造業 1945 1 4 6 0 3 5 14 41 11 8 0 0 29 1
　609 他に分類されない小売業 118309 1321 307 851 128 2330 664 560 661 2389 3931 1764 65 467 1036
　821 社会教育 3650 39 15 18 5 49 21 75 17 34 62 53 2 10 52
　（82C 博物館,美術館） 1881 15 7 8 4 17 17 24 8 17 19 28 2 5 14
　824 教育・技能教授業（1） 87417 1007 248 768 100 2004 771 523 670 2035 1741 1168 26 327 538
　（82G 書道教授業） 11919 75 19 95 20 177 92 57 146 272 161 145 4 62 75
　（82H 生花・茶道教授業） 6534 47 37 71 13 66 91 59 36 130 81 55 4 19 43
　（82M その他の教養・技能教授業） 23881 342 80 237 25 739 179 140 158 622 658 392 8 100 166
④デザイン 10587 162 21 89 6 241 53 80 68 434 1393 145 0 46 63
　726 デザイン業 10578 162 21 89 6 241 53 80 68 434 1393 145 0 46 63
⑤映画・映像・写真 62524 829 185 541 90 1288 394 286 402 1522 2488 829 10 271 557
　411 映像情報制作・配給業 4706 92 13 44 4 97 19 27 20 140 345 36 0 15 13
　416 映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業（1） 5910 53 15 54 3 115 21 21 18 147 336 47 2 26 29
　（41B その他の映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業） 2971 28 3 19 0 97 6 10 6 84 142 30 0 5 12
　801 映画館 674 11 4 4 0 16 5 5 7 20 30 14 0 5 5
　709 その他の物品賃貸業 11656 191 37 107 15 233 78 55 80 306 364 165 2 66 110
　（70A 音楽・映像記録物賃貸業 3668 72 12 26 6 88 14 7 24 101 93 49 0 14 43
　746 写真業 11822 166 36 107 27 212 91 55 89 282 502 125 3 61 101
　799 他に分類されない生活サービス業 27756 316 80 225 41 615 180 123 188 627 911 442 3 98 299
　（79D 写真現像・焼付業） 9338 98 26 75 12 205 86 32 65 205 273 117 1 26 70
⑥音楽 149200 1808 359 1214 172 3206 1109 781 1150 3570 3765 1852 37 585 994
　329 他に分類されない製造業 17661 224 7 105 16 348 89 98 176 500 688 143 1 76 102
　（32C 情報記録物製造業（新聞・書籍等の印刷物は除く） 288 3 0 3 0 11 0 0 1 11 9 2 0 0 0
　412 音声情報制作業 776 14 0 2 0 37 3 1 1 12 48 8 0 1 2
  607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（1） 29360 342 86 263 32 549 168 120 239 661 900 382 8 129 213
　（60C 楽器小売業） 4529 71 18 38 8 104 39 25 39 138 176 77 1 15 33
　824 教養・技能教授業（2） 87417 1007 248 768 100 2004 771 523 670 2035 1741 1168 26 327 538
　（82F 音楽教授業） 21527 264 71 187 31 401 263 136 146 406 253 258 7 60 104
　809 その他の娯楽業 13986 221 18 76 24 268 78 39 64 362 388 151 2 52 139
　（80N カラオケボックス業） 7044 89 9 46 8 119 34 13 26 99 170 76 0 36 106
⑦舞台芸術 5974 291 21 41 4 155 51 27 36 107 309 85 0 17 18
　802 興行場（別掲を除く）、興行団 3333 53 2 34 1 94 14 7 18 89 182 33 0 6 12
　951 集会場 2641 238 19 7 3 61 37 20 18 18 127 52 0 11 6
⑧芸術家、学術・文化団体 1757 16 6 24 3 30 8 9 4 22 69 22 2 7 4
　727 著述・芸術家業 886 6 2 3 0 17 4 3 4 10 30 10 2 3 0
　933 学術・文化団体 871 10 4 21 3 13 4 6 0 12 39 12 0 4 4
⑨出版 13390 182 40 127 9 220 58 60 49 352 816 107 4 51 56
　413 新聞業 1701 34 7 20 3 13 12 11 5 47 143 19 2 7 8
　414 出版業 5779 95 18 53 3 92 25 28 26 158 337 41 0 18 19
　416 映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業（2） 5910 53 15 54 3 115 21 21 18 147 336 47 2 26 29
　（41A ニュース配給業） 2939 25 12 35 3 18 15 11 12 63 194 17 2 21 17
⑩コンピュータ・ソフトウェア 91014 1581 269 991 76 2722 540 445 635 2774 4845 1223 14 378 643
　391 ソフトウェア業 31031 752 93 438 18 1393 202 180 209 1267 2510 409 2 138 183
　401 インターネット附随サービス業 5924 140 17 67 5 203 32 46 43 196 475 105 0 28 25
　607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（2） 29360 342 86 263 32 549 168 120 239 661 900 382 8 129 213
　（60B がん具・娯楽用品・小売業） 7563 62 24 73 19 132 30 28 61 203 273 106 4 78 55
　806 遊戯場 24699 347 73 223 21 577 138 99 144 650 960 327 4 83 222
　（80L ゲームセンター） 4567 67 18 49 5 110 36 16 29 107 127 72 1 21 36
⑪テレビ・ラジオ 1931 24 10 28 2 28 13 16 10 44 108 16 0 15 11
　381 公共放送（有線放送を除く） 75 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 0 1 1
　382 民間放送業（有線放送業を除く） 824 14 5 18 1 7 7 11 5 20 74 7 0 9 6
　383 有線放送業 1032 9 4 9 0 19 5 4 4 22 33 8 0 5 4
合計（重複含む　） 723078 9298 1787 5799 672 13979 4197 3379 4234 15573 23695 8126 174 2568 4431
☆合計（重複含まず）全体-（2） 600391 7896 1438 4714 537 11311 3237 2715 3307 12730 26718 6529 138 2086 3651





































業種/都市 全国 札幌 盛岡  仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢 浜松  名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
①広告 159832 3397 582 2326 30 3037 733 495 762 8137 17156 1228 0 757 933
　731 広告業 133674 2802 510 1783 27 2774 658 473 519 7003 13742 1038 0 655 819
　415 広告制作業 26158 595 72 543 3 299 75 22 243 1134 3414 190 0 102 114
②建築設計 355208 11560 1602 6908 345 7702 3580 2701 1854 12839 21928 3578 58 1616 2064
　742 土木建築サービス業 355208 11560 1602 6908 345 7702 3580 2701 1854 12839 21928 3578 58 1616 2064
　（74A 建築設計業） 259577 8714 1194 5314 212 5303 2209 2180 1383 10324 19120 3068 22 1271 1536
③工芸・美術・骨董品・生活文化 929606 13478 2508 7914 977 23548 6006 4463 5461 20814 28162 13927 465 3393 7210
　327 漆器製造業 6988 2 10 27 0 5 17 39 5 45 16 0 0 77 1
　609 他に分類されない小売業 594227 8933 1633 5086 711 12990 3780 2686 3317 11734 17564 8005 373 2100 5001
　821 社会教育 40981 502 123 160 41 1052 267 384 248 566 556 874 8 91 178
　（82C 博物館,美術館） 16576 105 50 65 35 226 152 162 72 140 198 174 8 43 61
　824 教育・技能教授業（1） 287410 4041 742 2641 225 9501 1942 1354 1891 8469 10026 5048 84 1125 2030
　（82G 書道教授業） 17211 214 45 122 25 284 120 73 202 482 285 237 4 89 103
　（82H 生花・茶道教授業） 8168 55 38 98 14 83 108 67 40 178 177 119 4 23 55
　（82M その他の教養・技能教授業） 94067 1375 226 1137 69 3536 506 505 545 2718 4234 2208 41 303 438
④デザイン 47163 670 69 430 24 974 266 245 301 2135 6034 416 0 128 300
　726 デザイン業 47163 670 69 430 24 974 266 245 301 2135 6034 416 0 128 300
⑤映画・映像・写真 435789 6286 1181 3774 482 11006 2766 2333 2749 12847 12514 5169 32 1788 3004
　411 映像情報制作・配給業 64360 1106 99 390 29 684 274 421 122 1704 4250 208 0 198 106
　416 映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業（1） 38808 367 67 360 4 912 120 140 112 1134 2330 302 2 138 154
　（41B その他の映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業） 23493 182 9 158 0 791 37 93 36 709 1077 172 0 40 71
　801 映画館 23576 306 16 95 0 708 198 176 252 519 869 266 0 74 149
　709 その他の物品賃貸業 117600 1964 385 1161 126 3062 777 539 857 3415 3991 1831 10 588 1185
　（70A 音楽・映像記録物賃貸業 54601 854 171 416 67 1620 194 139 356 1627 1312 831 0 250 593
　746 写真業 53803 821 183 483 83 1134 386 295 345 1672 2699 580 10 247 546
　799 他に分類されない生活サービス業 137642 1722 431 1285 240 4506 1011 762 1061 4403 4895 1982 10 543 864
　（79D 写真現像・焼付業） 38249 471 174 405 34 1035 405 122 268 970 1242 468 3 121 306
⑥音楽 725686 11674 1692 6628 832 21053 4441 3097 5563 21887 26580 10462 164 2839 5649
　329 他に分類されない製造業 135645 1036 118 806 376 2817 630 533 1539 3042 4660 753 15 362 562
　（32C 情報記録物製造業（新聞・書籍等の印刷物は除く） 6627 21 0 249 0 32 0 0 1 70 169 3 0 0 0
　412 音声情報制作業 7158 82 0 15 0 110 5 2 6 37 357 41 0 1 12
  607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（1） 170188 2566 573 2184 120 4394 1134 679 1503 5037 6464 2534 24 769 1599
　（60C 楽器小売業） 32434 623 346 633 52 857 295 142 212 974 1251 489 3 77 169
　824 教養・技能教授業（2） 287410 4041 742 2641 225 9501 1942 1354 1891 8469 10026 5048 84 1125 2030
　（82F 音楽教授業） 46576 563 138 425 68 1379 388 230 411 1131 935 554 32 218 245
　809 その他の娯楽業 125285 3949 259 982 111 4231 730 529 624 5302 5073 2086 9 582 1446
　（80N カラオケボックス業） 66730 1547 123 819 55 2001 376 308 389 1241 1755 723 0 382 735
⑦舞台芸術 57089 1554 137 519 31 1662 415 119 316 1936 3493 805 0 129 80
　802 興行場（別掲を除く）、興行団 37907 685 8 455 22 909 123 26 99 1780 2649 447 0 24 38
　951 集会場 19182 869 129 64 9 753 292 93 217 156 844 358 0 105 42
⑧芸術家、学術・文化団体 8360 36 16 119 26 197 23 12 7 74 403 175 3 13 62
　727 著述・芸術家業 1517 11 3 5 0 32 4 5 7 17 49 14 3 5 0
　933 学術・文化団体 6843 25 13 114 26 165 19 7 0 57 354 161 0 7 62
⑨出版 187460 3327 541 1626 103 1967 1011 1048 493 6199 12224 1335 4 538 799
　413 新聞業 58349 1889 346 618 91 459 541 542 120 2402 5644 875 2 212 460
　414 出版業 90303 1071 119 648 8 596 350 366 261 2663 4250 330 0 188 185
　416 映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業（2） 38808 367 76 360 4 912 120 140 112 1134 2330 130 2 138 154
　（41A ニュース配給業） 15315 185 67 202 4 121 83 47 76 425 1253 130 2 98 83
⑩コンピュータ・ソフトウェア 1552295 25731 4468 17316 583 63366 7800 5828 7120 53284 96755 17088 92 4517 8554
　391 ソフトウェア業 914407 15550 2297 10669 105 48536 3903 3691 2906 36492 73403 9610 3 1917 3587
　401 インターネット附随サービス業 64924 1175 84 508 11 932 290 170 440 1830 4180 515 0 168 108
　607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（2） 170188 2566 573 2184 120 4394 1134 679 1503 5037 6464 2534 24 769 1599
　（60B がん具・娯楽用品・小売業） 43714 420 116 547 12 1250 215 106 500 1111 1600 483 8 187 339
　806 遊戯場 402776 6440 1514 3955 347 9504 2473 1288 2271 9925 12708 4429 65 1663 3260
　（80L ゲームセンター） 65088 1260 353 676 27 1880 568 356 490 1579 1944 1266 4 298 528
⑪テレビ・ラジオ 71009 1642 565 1206 7 778 664 652 183 2695 4721 899 0 449 437
　381 公共放送（有線放送を除く） 14733 329 135 319 3 127 143 135 17 494 703 144 0 123 106
　382 民間放送業（有線放送業を除く） 32782 1071 378 731 4 238 405 430 88 1662 3033 272 0 225 85
　383 有線放送業 23494 242 52 156 0 413 116 87 78 539 985 483 0 101 246
合計（重複含む　） 4529497 79355 13298 48766 3440 135290 27705 20993 24809 142847 229970 41155 818 16167 29092
☆合計（重複含まず）全体-（2） 4033091 72381 11907 43581 3091 120483 24509 18820 21303 128207 211150 33443 708 14135 25309





































全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
16 化学工業 10021 52 3 33 8 195 23 23
25 はん用機械器具製造業 27069 125 7 35 21 541 78 106
29 電気機械器具製造業 320 2 7 66 21 533 75 83
30 情報通信機械器具製造業 4608 23 2 16 8 241 12 8
28 電子部品・デバイス製造業 11104 13 2 21 38 326 49 15
31 輸送用機械器具製造業 21087 27 5 15 14 448 105 23
27 業務用機械製造業 11871 41 3 33 9 314 31 27
26 器具製造業生産用機械 41640 50 8 64 38 918 159 284
32 その他製造業 35612 312 52 154 39 500 135 151
合計 163332 645 89 437 196 4016 667 720
浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
16 化学工業 26 191 682 109 4 31 85
25 はん用機械器具製造業 262 962 1543 342 10 66 182
29 電気機械器具製造業 270 486 829 144 11 41 137
30 情報通信機械器具製造業 35 70 127 30 3 6 14
28 電子部品・デバイス製造業 90 118 200 41 6 10 41
31 輸送用機械器具製造業 763 691 368 285 9 40 57
27 業務用機械製造業 55 307 397 80 2 15 39
26 器具製造業生産用機械 523 1388 1607 316 12 88 166
32 その他製造業 400 791 1405 282 12 133 152
合計 2424 5004 7158 1629 69 430 873
 
全国 札幌 盛岡 仙台 鶴岡 横浜 新潟 金沢
16 化学工業 483668 623 75 764 260 5219 1301 387
25 はん用機械器具製造業 435291 1172 32 268 523 8802 1005 766
29 電気機械器具製造業 585573 877 79 789 1252 11264 1466 1236
30 情報通信機械器具製造業 330878 143 22 374 340 18194 169 806
28 電子部品・デバイス製造業 575548 144 117 1194 3369 10098 1550 331
31 輸送用機械器具製造業 1051191 386 175 227 1427 24609 3133 187
27 業務用機械製造業 295401 419 20 386 165 6928 453 644
26 器具製造業生産用機械 654864 1061 87 588 647 10231 2367 4089
32 その他製造業 288677 1398 356 966 500 3860 856 736
合計 4701091 6223 963 5556 8483 99205 12300 9182
浜松 名古屋 大阪 神戸 篠山 高松 北九州
16 化学工業 527 4830 43290 4795 332 555 4490
25 はん用機械器具製造業 2465 7288 15209 11159 209 662 1967
29 電気機械器具製造業 5654 9079 13693 5367 314 972 3174
30 情報通信機械器具製造業 2234 3074 5376 4022 153 71 349
28 電子部品・デバイス製造業 2858 1719 4267 983 159 1411 2520
31 輸送用機械器具製造業 34700 21826 8065 8484 287 728 2093
27 業務用機械製造業 1268 8337 6317 2346 132 328 560
26 器具製造業生産用機械 2465 15701 16325 4422 150 1442 6013
32 その他製造業 7765 4750 10012 2921 126 564 754




























学 位 論 文 の 要 旨  
論文題目   
「我が国における創造都市政策の現状とその特性に関する比較考察」  
Comparative Study on the Current Status and Characteristics of Creative  Cities in Japan.  
 
1. 研究の概要  
 











































































「RCDI（Regional Creative Development Index :地域創造性開発指標）」とは、北海道未来
総合研究所（2009）において、全国の 20万人規模以上の都市への調査に用いられた指標で
あり、都市における創造性に関する特性を計量する指標である。RCDIには「人的資本（H
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